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巻 頭 言 
 

無限の宇宙にも、一定の周期や法則があるように、自然界にも光合成によって生まれた

炭水化物（生き物のエネルギー源）が、多種多様な生き物と相互補完的に干渉、機能しな

がら循環していくという仕組みがある。 

この仕組みを凝縮、短縮し圃場の中にそれを効率的に再現し、生産性、経済性、持続性

を高め、農業を産業として成立、維持させることが、有機農業の基本的な考え方である。

このことは農業の基本でもある。 

土壌肥料学に基づいた養分供給管理、作物生理学に基づいた栽培管理、微生物や天敵に

よる病害虫抑制、そして耕種的雑草防除。それぞれの部門を単独で管理するのではなく、

一連の流れの中に連続して組み込んでいくことで、はじめて総合的な管理技術となる。 

事実、連続した栽培管理の結果として優良な実績を持つ有機農家がいる。その先進農家

のさまざまな事例を研究者が検証し、その成果を新たな技術として体系化し、それをまた

現場に活用するという、農家と研究者のコラボレーション。すなわち「経験と勘」と「科

学的検証」の融合、その情報の公開と共有の繰り返しが、農業における技術と生産性の維

持向上に繋がっていく。 

有機農業の技術はその仕組みの起点を光合成に置くと分かりやすいが、その仕組みと

循環を担保するのが圃場に生息する多種多様な生き物である。 

本研究者会議を通して、多種多様な生き物に負荷を与える農薬使用は、むしろ無い方が

良いという「現場の経験と勘」に対する、客観的かつ新しい視点での研究成果にも期待し

たい。 

最後に、開催にあたってご尽力いただいた関係各位にこの場を借りてお礼を申し上げ

る。 
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有機農業は生物多様性に配慮した農業か 



 

 



 

 

 「ただの虫」を無視しない農業： 
総合的生物多様性管理 

桐谷 圭治 

独立行政法人 農業環境技術研究所 

序論 

2000年の世界人口は 60億、2050年に 96億、2100年には 109億に達する （国連世界人口白書
2013）。さらに世界の栄養不足人口は 8億 7千万。そのうち 5億 6300万（65％）がアジアに住む

（FAO 2010）。増加する人口を養うためには、食糧生産を 2050年には 2000年の 1.55倍に増やす

必要がある（農水省 2012）。イネは世界で 1 億 5 千万 ha に栽培され、生産量は 4 億 8 千万ｔ
（2013年度）、その 90％はアジアがしめている。需要に対して生産量は大きな余裕がなく、5％

の不足で価格は 2倍になると言う。 

2000 年代の最初の 10 年間に、全世界で過度の放牧や森林の過剰伐採で 40 万 km2（日本の全面
積 37万 km2）以上減少した （FAO 2010）。さらに、窒素肥料や化学農薬の使用量の増加、淡水

資源の枯渇、気候変動（1℃の上昇は 7％のコメの減収をもたらす）などから、農業生産を抑制す

る要因は増加している。農地の増加が期待できない中で、激増する人口を養うためには、農業の
Save and Grow （節約して増収する）（FAO 2011）を実現しなくてはならない。これがアジアモ

ンスーン地帯の水田農業に課せられた責務である。 

これまでの自然保護は、人手が加わっていない自然を守るため、その一部を切り離して囲い込む
ことであった。そのため農業は自然破壊の最たるものと位置づけられていた。事実、地球温暖化、

酸性雨、有機塩素系物質の極地への転流など人間活動がもたらす環境変化が地球の隅々にまで及

んでいる。したがって自然保護と農業の関係を敵対的に捉えるのではなく、両者の協調・共存を
図りながら持続可能な農業を築いていく必要がある。農地での有害生物の管理（IPM:Integrated Pest 

Management）と自然保護（保全）の両立を図るものとして総合的生物多様性管理（IBM: Integrated 

Biodiversity Management）が提案された（桐谷 1998；Kiritani 2000）。これが生産と環境の保全の
両立を目指すアジア型持続的農業の姿である（図 1）。 

 

 
図 1 IBM を支える学問分野と社会条件 
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生物多様性と「ただの虫」 

1. 温故知新 
「害虫の誕生」（瀬戸口 2009）によれば、日本最初の本格的な国語辞典「言海」（1889-91）で
は害虫という項目がないそうで、明治初期の新聞記事や公文書を見ても害虫という言葉はほとん

ど出てこないという。この言葉が項目として辞典に表れ出したのは 20世紀になってからである。

言い換えれば、かつては害虫も含めすべての虫は「ただの虫」であった。 

第 2 次大戦で熱帯地方での作戦に不可欠であったのは、マラリア対策であった。このマラリア

の蔓延予防に使われていた DDT などの殺虫剤が終戦と共に民需に解禁され、農業害虫の防除に

利用された。田んぼに農薬を散布することを、農家は「消毒する」と言っていた。作物以外の生
物は皆殺しの思想である。消毒というプラスのイメージが過剰な農薬散布を導いたことは間違い

ない。これらの殺虫剤は劇的な効果を示したので、害虫防除にかかわっていた研究者や技術者は、

いずれ害虫がいなくなって、失業するのではないかと真剣に心配したものである。 

DDTや BHCなどの有機塩素系殺虫剤の特徴は（1）価格が安いこと、（2）広範囲の害虫に効果

があること、（3）長期間の残効性があることであった。これらの長所は、逆に（1）農薬の乱用

や過剰散布をもたらし、（2）害虫ばかりか天敵や「ただの虫」を殺したばかりか、（3）食品や
環境の汚染をもたらした。その結果もたらされたものは、所謂 3R（Resistance抵抗性、Resurgence

誘導異常発生、Residue農薬残留）であった。抵抗性の発達は、散布濃度や回数の増加をもたらし、

残効性も加わって、水田では天敵を含む多種類の水生昆虫を絶滅の危機に曝すことになった。対
策として新しく開発された殺虫剤にも抵抗性が発達するという「農薬と害虫のいたちごっこ」を

もたらした。 

戦後、サンカメイガは BHCによって絶滅したが、代わって増加したのがニカメイガである（図
2）。本種の増加は、戦後の化学肥料の民需転用による施肥量の増加、作期の乱れによる稲の栽培

期間の延長などが考えられるが、殺虫剤による卵寄生蜂の寄生率の低下、また西日本ではサンカ

メイガとの競争圧の減少なども無視できない。 

 

図 2 サンカメイガとニカメイガの発生面積の年次変化。 

左軸はニカメイガ、右軸はサンカメイガ 

 

-10-



 

 

表 1 ニカメイガの減少をもたらした耕種的要因 

要因 影響を受けた世代・発育段階 導入年 

稲の早期栽培 越冬幼虫の発育不良 1955 

穂重型から穂数型への転換 第 1、2 世代の幼虫生存率 1955 

BHC 粒剤の使用 第 1、2 世代の幼虫生存率 1960 
ハウス栽培への敷き藁利用 越冬幼虫の生存率 1960 

中生稲の収穫の 2～3 週間の早期化 越冬幼虫の生存率 1960 

ケイカル施用量が 2～3 倍 第 1、2 世代の幼虫生存率 1965 
コンバイン収穫機と稲藁の焼却 越冬幼虫の生存率 1965 
機械植えと農薬の苗箱施用 第 1 世代の幼虫生存率 1970 

 

「コメ一俵増産」運動に動員された一連の耕種技術が予想外のニカメイガの低密度化をもたらし

た（表 1）。なかでもイネの早植えが大きな影響を与えたことが、その導入が日本よりおくれた

韓国、台湾、中国でも、減少が数年ないし 10 数年の相応の遅れで起こっていることからも伺え
る。また発生がピークから最少になるまでに 12～14年を要している（Kiritani 1990）。同様に、

害虫から「ただの虫」への例では、導入天敵による侵入害虫の生物的防除がある。例えばオオミ

ノガ、ルビーロウムシ、イセリアカイガラムシ、クリタマバチなどが有力な捕食性寄生バチの侵
入や導入によって、「ただの虫」になっている。 半世紀前にはごく普通にみられたヒトノミ、ト

コジラミなども人間の生活様式の変化によってその生息環境が不適になり、希少種になっている。

これらの事実は、害虫も絶滅をもたらすことなく「ただの虫」の密度に下げうることを示してい
る。 

塩素系殺虫剤は、害虫ばかりでなく天敵も非選択的に殺すために、それまで天敵によって「ただ

の虫」にとどめられていた種が、天敵から解放されて高密度になり、害虫化する。この現象をリ
サージェンスまたは誘導異常発生という。ニカメイチュウの防除に著効を示した BHCは、クモ類

にはそれ以上に高い毒性を示す。その結果ニカメイチュウの被害は軽減されたが、クモ類に抑え

られていたツマグロヨコバイの激増を西日本各地でもたらした。小さいツマグロヨコバイを殺す
には、ニカメイチュウの 4倍、大型のコモリグモの 100倍量の BHCが必要である。ツマグロヨコ

バイはイネのウイルス病、イネ萎縮病を媒介するため、関東以西ではニカメイガに代わる大害虫

となった。殺虫剤によって生物多様性が壊され、温帯アジアではヨコバイが、熱帯アジアでは後
述のウンカが、「ただの虫」から害虫化したのである。 

1960年代はハスモンヨトウが畑地でしばしば大発生していた。これは BHCによるニカメイガの

防除が、水田に生息するコサラグモ類を殺した結果であることがわかった。休閑田や畦畔で越冬
したコサラグモは、5 月末になると一斉に吐糸分散する。畑に定着した個体は、ハスモンヨトウ

の孵化幼虫集団を襲う。梅雨明けと共に畑地は高温乾燥条件になり好湿性のコサラグモは一斉に
水田に移動する。クモから逃れたハスモンヨトウは、秋口に大発生をする。BHCによるニカメイ
ガ防除が、図らずも畑地でのハスモンヨトウの大発生をもたらしていたのである。 

アジアの熱帯圏では、1960 年代初めに国際イネ研究所（IRRI）が育成した高収量品種 IR8 が放

出され、この種もみと化学肥料、殺虫剤がパッケージとして普及した。このいわゆる 「緑の革命」
は飛躍的な食料の増産（1965～2010間に 2.9倍で人口増加率を上回る）をもたらしたが、殺虫剤

によって天敵相が破壊され、それまで温帯圏の日本と韓国以外では害虫として知られていなかっ

たトビイロウンカの大発生をもたらし、その後いくつかのトビイロウンカ抵抗性品種が開発され
たが、栽培開始後、数年でそれらの抵抗性品種を加害できるウンカ系統が出現し無効化した。 
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「ただの虫」を無視しない農業：総合的生物多様性管理（桐谷 圭治）



 

 

本種の大発生は 1970年代、1990年代にインドから韓国を含むアジア諸国で起こり｢緑の革命｣を
脅かしている。さらに 2005年になってハイブリッド米の普及により、セジロウンカ、ヒメトビウ

ンカがこれに加わり、中国をはじめ熱帯アジア全域を脅かすに至った。ネオニコチノイド系の殺

虫剤イミダクロプリドに対し、1990 年代初めに比べ 1000～2000 倍の抵抗性が発達したからであ
る。これらのイネウンカ類は気流に乗って移動する。日本に飛来したヒメトビウンカは日本土着

のフィプロニル抵抗性個体群と交雑し、両薬剤に抵抗性の個体群が九州では見られる。同時に西

日本や韓国でのイネ縞葉枯病の発生を 2008～9年にもたらした。またセジロウンカが媒介するイ
ネのウイルス病（南方イネ黒条萎縮病）ももたらされている（寒川 2010、Bottrell & Schoenly 2012、

NARO 2012、Islam et al.2013）。 

2. 「ただの虫」の登場 
「ただの虫」をインターネットで検索してみた。「ただの虫を無視しない農業」〈桐谷 2004〉

を出版した年はわずか 500 件だったのが、7 年後の 2011 年には 1000 万件前後に増加し、急速に

学問の分野でも認知されつつある。 

桐谷が『婦人の友』誌 1972 年 2 月号に「総合防除とは害虫を「ただの虫」にすることである」

と書いたのが「ただの虫」の初登場である。これに引き続いて、桐谷（1975）は日本農薬学会の

設立記念号でこれからの農業は農地生態系の（生物）多様性・安定性・生産性をいかに両立・適
正に管理するかが中心課題になると指摘している。食植性昆虫は 2つの顔を持っている。トノサ

マバッタは、平時は「ただの虫」（孤独相）に過ぎないのが、大発生すると何千万の個体が群飛

〈群生相〉をして農作物を食い荒らす。またどんな農薬にも不死身な昆虫も、一匹では「ただの
虫」に過ぎない。「田んぼの生きもの全種リスト」（桐谷編 2010） によると、総数 5668種のう

ち、水田生態系における昆虫・クモ類は、1867種に上る。そのうち害虫は 177種、益虫は 155種

で、差し引くと 1535種、82.2％が「ただの虫」に入り圧倒的シェアをしめている。 

アジアにおける水田を中心とした節足動物相（昆虫、クモ類を含む）の報告を表 2に示した。調

査方法や目的が異なるため相互の比較は困難であるが、全体を通じての結論は、ある地域を対象

とした場合、約 600種の存在が期待され、そのうち植食性は 30％、捕食性と寄生性をあわせた天
敵は 50～60％、腐食性は 10～20％とみなせる。植食性のうちイネを加害する種は 1/3の 10％、実

害をもたらす害虫はさらに少なく 600種のわずか 1％に過ぎない。 

田んぼでクモ類の捕食活動を徹夜で観察すると、夕刻から捕食活動が盛んになり、コモリグモの

食物メニューの 7、8 割をヨコバイが占めていた。コモリグモ孵化幼生にツマグロヨコバイを与

えて飼育したが、成虫にまで発育しない。ところが水田にいるユスリカなどの「ただの虫」を餌

に加えてやると成虫になる。また雌成虫も、ツマグロヨコバイだけでは、産卵数は少ないが、幼

生と同様に混合餌を与えると産卵数は飛躍的に増える。天敵が有効に働くためには「ただの虫」

をふくめた多様な昆虫相が餌として必要なのである。 
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表 2 アジアの水田生態系の節足動物相 

 

 

3. 総合防除と IPM 
農薬一辺倒の病害虫防除は 3Rなどの弊害をもたらした。その反省として提示されたのが総合防

除（Integrated Control）で「あらゆる適切な技術を相互に矛盾しない形で使用し、経済的被害が生

じるレベル以下に害虫個体群を減少させ、かつその低いレベルを維持する為の害虫個体群の管理
システム」である。これは日本では 1960年代後半から提唱されているが、広く受け入れられるよ

うになったのは 1980年代後半からである。総合防除では、害虫も天敵が生存するための必要条件

であり、害虫を撲滅するのではなく「ただの虫」にすることによって「害虫との共存」をめざす。
しかし初期には、まだ農薬などが環境に与える影響についての配慮は不十分で、定義に「農薬を

含む各種防除手段による農地生態系内外への弊害を最小限に抑える」（桐谷・中筋 1972）を含め

る立場は見られなかった。総合防除は、やがて総合的害虫管理（IPM: Integrated Pest Management）
に引き継がれ、現在ではより広く総合的病害虫雑草管理あるいは総合的有害生物管理とよばれて

いる。なお防除と管理の違いは、「防除」は主要害虫〈キーペスト〉の密度を抑える一方的な作

用の方向を示す言葉であるが、防除による環境影響も考えた農地生態系の最適化が「管理」の考
えである。 

IPMは 1950年代末にカリフォルニア大学の人達が提案したのがその始まりである。後述のよう

に、米国農業の経営規模は日本の 100倍も大きく、その発想基盤が異なる点に留意する必要があ
る。したがって IPMでは、経済的被害許容水準（EIL）、要防除密度、重要害虫、費用 / 便益 比

などの経済的概念がキーワードになっている。サンカメイガのように、害虫が IPMの過程で絶滅

しても、害虫であるがために問題にしない。また害虫の少ない時期に害虫に代わって天敵の餌に
なるユスリカなどの「ただの虫」や水生昆虫の保護管理については積極的な保全努力は払われて

こなかった。IPM も生産を最終目的とする農地生態系ではしばしば自然保護、保全と対立する。 

これまでの IPM は、一作期、個人圃場単位が中心の「戦術的 IPM」で、50％減農薬のように数
値目標がしばしば掲げられる。しかし IPMのもう一つの要素、すなわち広域かつ長期にわたって

国名　 報告者 総種数 植食性 捕食性 捕食
寄生性 腐食性 注

Islam et al. 2003 355 35 33 32 -
Islam & Catling 2012 612 43.5 26.6 29.9 -
Catling 1980 369 20.3 12.3 24.6 42.6 浮きイネ

寒川 2010 835 21 37 23 19 FAO、IPM project
Settle et al. 1996 765 16.6 40 24.4 19 Java 中部

日本 小林ら 1973 567 47.4 18 26.6 7.9 水生昆虫は除く
桐谷編 2010 1867 害虫9.5％、天敵8.3％

ただの虫82.2％
韓国 Bang et al. 2009 388

ラオス Rapusas et al. 2006 748 31.1 35.6 25.5 7.8 1995年に57圃場

フィリピン Barrion et al. 1994 212 IRRI圃場無処理区

142 46.2 45.6 (寄生性
も含む） 8.1 IRRI圃場農薬散布区

スリランカ Bembaradeniya et al.　2004 494 26.3 49.3 (寄生性
も含む）

平均 612 31 28 26 16

バングラ
ディシュ

インドネシ
ア
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害虫密度を経済的被害がもたらさない水準に保持・管理する「戦略的 IPM」の視点が希薄であっ
た（表 3）。ここでは先に述べたニカメイガの非意図的 IPMの成功でみたように、効果が広域的

かつ持続的な耕種的条件や天敵が重視される。 

1970 年頃から導入された減反政策で、イネの作付面積は 345万 haから 170万 ha に半減してい
る。かつて全国には 30万近くあったため池が、1989年には約 21万に減少して、水生昆虫の生息

場所の減少に追い打ちをかけている。減反と乾田化（1945年頃は 1/3が湿田）、灌漑システムの

近代化がいかに水生生物の生存を脅かしているかは、この数値の推移からも想像できる。またコ
メ余りによる減反がもたらした休耕田は、カメムシ類の繁殖場所となり、その加害による斑点米

はコメの品質低下をもたらし、農薬散布を不可欠にしている。 

 

表 3 戦術的 IPM と戦略的 IPM 及び IBM との関係 

  戦術的 IPM 戦略的 IPM IBM 

対象 現在の重要害虫（キーペス
ト） 

潜在的害虫も含む害虫・
天敵・ただの虫 

絶滅危惧種を含むす
べての生物 

時空的単位 1 作期･個別圃場 長期･広域〈時間的遅れも

含む〉 

長期・里地里山 

個体群密度の
閾値 

経済的 economic 被害許容
水準（EIL）、要防除密度 

生態/環境 Ecological/ 
Environmental 被害許容

水準 

生態/環境学的被害許
容水準に加え、絶滅閾

値の導入 

目的 減農薬、被害防止（費用・
便益比の重視） 

「ただの虫」化する 大発生も絶滅もない
ただの虫の世界 

主な防除・管

理手段 

農薬、物理的手段、品種 自然制御力の活用（耕種

的手段と天敵）、フェロ

モン 

左と同じ 

 

4. 安心・安全な農業とは 
世間では食品の安心・安全の声が高い。しかし安心・安全は消費者と生産者だけのものであって

はならない。農地にいる多くの生物たちにとっても安心・安全な環境であることが望ましい。絶
滅の危険を伴う極端な低密度と同様に害虫の大発生は、昆虫にとっても異常なのである。もしわ

れわれが、害虫を含むすべての生物の密度を異常でない普通の範囲、「ただの虫」として管理で

きれば、使用する農薬も必要最小限になり、消費者、生産者、農地の生物にとっても安心・安全
な環境が出現する。 

自然保護の立場では、危急種や希少種の密度を絶滅閾値（密度）以上に高め維持することが要求
される。しかしタガメの例でも分かるように、増えすぎると逆に害虫（養魚場の）になる。した
がってその密度が被害許容水準を越えないように管理する必要もある。害虫についても同様であ

る。このような管理法を IBMという（図 3）。ここでは生態系内のすべての生物との積極的な共

存がそのキーワードである。 

 

-14-



 

 

 

図 3 生物の個体群密度を管理する場合の IPM、 自然保護並びに IBM の関係 

IBM は図の右の領域になる。 

5. IBMの実行と今後の課題 

(1) IBMの時間・空間的基準 
日本国土の 4割を占める里地・里山は、水田、林地、草地、畑作地、果樹園、ため池などの複数
の生態系から構成され、適度な人為的攪乱によって形成・維持されているランドスケープである。

ここには絶滅危惧種の 5割が生息する。 

田んぼの生きものも、水田以外の多様な生息場所をその生活環で利用している。攪乱の大きい田
畑では、そこに住む生物は外部からの移入と移出を生活史の重要な行動的側面としてもっている。

面積が小さいほど、周囲長は相対的に大きくなり、移出入の比重が大きくなる。それに伴い田畑

の周囲の環境が大きい影響を与える。これは害虫にも天敵にも当てはまる。天敵は害虫の後から
田畑に侵入する。大面積では両者の侵入の時間差と移動能力差によって、害虫の天敵からのエス

ケープがおこり、しばしば大発生がおこる。 

欧米で農地の生物多様性が強調されるのは、大面積での作物の単一栽培条件からくる天敵など

の多様性の貧困化である。いわば構造的な原因である。これに対し日本では小面積における化学

肥料と農薬の多投による集約的栽培がもたらした生物多様性の崩壊で管理システムに根差してい

る。 

農地の所有面積の比較を日本、欧州、米国間ですると、それぞれ 2ha、40ha、200ha となり、オ

ーストラリアやブラジルは日本の 1000 倍といわれている。いま仮に 200ha（一辺 1400m の正方

形）を日本の農業地域にあてはめると、里地・里山のすべての要素がモザイク状にその区画内に

見られる場合が少なくない。したがって生物多様性を国際間で比較議論する場合には、例えば面

積の基準を 1km2（100ha）を単位として論じることで、米国などの 1、2品目の単一大規模栽培と

異なり、アジアの水田を中心とする里地・里山が IBMを実行する空間的国際基盤として説得力を

もつ（図 4）。 
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図 4 農地の所有面積の欧米日間の比較 

(2) IBM の基盤としての多様性・異質性の維持・管理 
生物多様性の基礎となるものは、遺伝子、種、生態系の各レベルの多様性である。すなわち遺伝

子レベルでは、品種、耐虫性・耐病性、作物の補償能力などが、種レベルでは、捕食者、捕食寄
生者、花粉媒介虫、「ただの虫」の種数と個体数が、生態系レベルでは生物間の相互作用、土地

利用の在り方、人為的攪乱の程度などが多様性を左右する。 

水田は食料生産の場であるとともに、自然湿地の代替地である。系の持続性を重視し、収量第一
主義をとらない。そのためには水田の内外に、種の生存に必要な生息場所のセットと補給源を移

動可能範囲内に確保することも必要である。IBMの実行にはハードとソフトの両面がある。肥培

管理や有害生物管理手段の適切な選択と適用が不可欠で、有機農業で開発された手法が柱となる
場合も少なくない。耕種的手法を中心に土着天敵、抵抗性品種を利用する IPMを確立し、天敵や

「ただの虫」に影響の少ない選択的農薬を必要最小限に使用する。また水生生物の生息・産卵場

所としての水田雑草の役割を評価する必要がある。防除費用と増収効果の比較で設置されてきた
経済的被害許容水準も、作物の補償能力ばかりか、「害虫なしには天敵なし」の認識に立って、

「ただの虫」の密度も考慮して、より高い被害許容水準の設定努力が必要である。IBMの実行に

よって、すべての生物との共存が実現すれば、本当の意味での安心・安全かつ持続的な農業が成
立する。 

水田の用排水路はパイプライン化、コンクリの 3 面張り、排水路のコンクリ化も、直線化をさ

け、屈曲や水深、幅の異なる部分を作って変化をつける工夫が必要となる。また魚類保護には、
水路と田面の水位の大きな落差は避けなければならない。このようなハードの面の見直しと、耕

起、中干し、湛水管理、施肥などのソフト面も見直し、改善する必要がある。これらを生態工学

的に総合化するのも IBMの任務である。 

(3) 社会的支援と総合化 
水田生態系の IBMをすすめるためには、農家のみならず、一般市民の生物多様性への理解も欠
かせない（図 1）。さらに政策的には多様性を高める行為に対して、直接支払いのような経済的

支援も必要になる。そのためには、農家個人や NPOなどの参加による「たんぼの生きもの調査」
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を実施し、｢生物指標マニュアル｣（農水省 2012）などを利用して、田んぼの生物多様性を数値化
し、環境支払いによる IBMの支援を図る必要もある。現在カメムシ防除のために殺虫剤散布を余

儀なくされている地域も多いが、コメの品質基準を見直す事によって農薬散布も大幅に減少し、

IBMに大きく貢献できる。また教育課程にも取り入れることによって、自然を見るまなざしを養
う努力も必要である。序論でも述べたように、より少ない資源投資で食糧の増産を図るためには、

科学的な根拠に基づいた IBMや有機農業の深化とともに、社会的な支援も不可欠である。総合的

生物多様性管理の基礎はここにある。 
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農業における生物多様性の機能の活用 
田中 幸一 

独立行政法人 農業環境技術研究所 

はじめに 

近年、地球上に生存する生物の中で、絶滅する種の数が急速に増加して、生物多様性が失われ

ており、生物多様性の保全は、21世紀の最重要課題の一つとして位置づけられている。では、な

ぜ生物多様性を保全する必要があるのか。それは、すべての生物（生命）には生存する権利があ

る、という倫理的な理由もあるが、生物多様性は私たちにとって価値があり、生物多様性や生態

系から恩恵を受けているからである。農業もまた、生物多様性や生態系から恩恵を受けて成り立

っている。したがって、農業においても、生物多様性を活用すべきであり、とくに有機農業など

環境保全型農業（環境にやさしい農業）においては重要である。 

本稿では、まず生物多様性の価値について簡単に説明し、次に農業における生物多様性とその

活用について考えを述べ、さらに環境保全型農業の効果を表す生物多様性の指標となる生物とそ

の活用について紹介する。 

1. 生物多様性とその価値 

現在、地球上の生物の種数は、正式に学名の付けられた記載種だけで約 200万種、未発見・未

記載種を含めると 1000万種、3000万種などの見積りがされている。しかし、この 100年ほどの

間に、絶滅する種の数が猛烈な速度で増加している。地球規模の大量絶滅期は過去 5 回あり、5

回目の絶滅期は中生代白亜紀の恐竜などが含まれるものとしてよく知られている。現在の絶滅速

度は、それらの 1000倍以上というものであり、深刻な問題となっている。そのような背景から、

1992年にブラジルのリオデジャネイロで開催された国連環境開発会議（地球サミット）において

生物多様性条約が採択された。生物多様性条約では、生物の多様性（biological diversity）を、

「すべての生物の間の変異性をいうものとし、種内の多様性（遺伝子の多様性）、種間の多様性

および生態系の多様性を含む」と定義している。つまり、さまざまな階層における生命の変異性

（多様性）、ととらえることができる。 

わが国においては、生物多様性という言葉は、2010年 10月に名古屋で開催された COP10（生

物多様性条約第 10回締約国会議）をきっかけに、急速に普及したようだ。一方で、生物多様性と

は何か、また何の役に立つのか、よく分からないという声も聞かれる。その原因として、上記の

ようなさまざまな階層における多様性を対象とすることと、生物多様性に関する価値や価値観が

多様であることが考えられる。では、生物多様性には、どんな価値があり、何の役に立つのだろ

うか。 
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私たちは、生物や生態系からさまざまな恩恵を受けて生活している。そのような恩恵を生態系

サービスと呼び、それに生物多様性が重要な役割を担っている（表 1）。食糧や衣料、医薬品な

どの多くを生物から得ており（供給サービス）、それらの遺伝資源の利益配分は COP10 での主

要な議題の一つであった。また、気候調整、洪水制御、水の浄化など（調整サービス）の役割も

果たしている。 

 

表 1 生態系サービス（国連ミレニアムエコシステム評価, 2005） 

分  類 例 

基盤サービス 栄養塩の循環、土壌形成、一次生産など 

供給サービス 食糧、淡水、木材および繊維、燃料など 

調整サービス 気候調整、洪水制御、疾病制御、水の浄化など 

文化的サービス 審美的、精神的、教育的、レクリエーション的など 

 

しかし、そのために何百万種もの生物が必要なのか、有用なものだけいれば良いのではないか、

と思われるかもしれない。この疑問に対する答として、二つのヒントがある。一つは、生物の種

を飛行機の翼などを留めるリベットに例える考え方である（リベット仮説という）。リベットは

1 本くらい抜けても、飛行に支障はないであろう。しかし、何本も抜け落ちたら、きわめて危険

になる。自然界の種も 1種くらい絶滅しても、人間や多くの生物にとっては、問題ないかもしれ

ない。しかし、何種も絶滅すると、大きな問題が起こる可能性があり、そうなる前に絶滅を食い

止める必要がある。もう一つのヒントは、潜在的利用価値という考え方である。私たちが利用し

ている生物資源は、非常に限られている。たとえば、食糧の 90％はわずかに約 100種の植物から

得ているだけである。また、医薬品の約 40％は生物由来のものであるが、有効性が発見される生

物は数多く眠っているであろう。しかし、有効性が見つかる前に絶滅した種や絶滅しつつある種

も多数いるに違いない。 

2. 生物多様性国家戦略 

1992 年の地球サミットで生物多様性条約が採択され、わが国は翌年同条約を締結して発効し

た。同条約に基づいて、1995年に生物多様性国家戦略が作られ、2002、2007、2010年の改定を

経て 2012 年に生物多様性国家戦略 2012-2020 が策定された。この中で、生物多様性を脅かす 3

つの危機として、第 1の危機（人間活動や開発による危機）、第 2の危機（自然に対する働きか

けの縮小による危機）、第 3の危機（人間により持ち込まれたものによる危機）があげられてい

る。第 2の危機の典型は、里山の荒廃による生物多様性の損失である。里山を形成する農地、薪

炭林、草地、ため池などは、人間の活動により維持されてきたが、農業の近代化・後継者不足や

生活スタイルの変化により、これらの管理がされなくなり、また農地自体も耕作放棄地が増えて

いる。それに伴って、このような生息場所に依存する多数の生物が絶滅危惧種となっている。第

3 の危機は、外来生物の問題であり、また農薬などの化学物質も含まれる。これら 3 つの危機に
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加えて、2007年版（第 3次生物多様性国家戦略）では、地球温暖化による危機があげられ、最新

版（2012年）では、さらに範囲を広げて「地球環境の変化による危機」としている。また、最新

版は、COP10で採択された「愛知目標」達成のためのロードマップを示すとともに、東日本大震

災を踏まえた今後の自然共生社会のあり方を示すことを目的として改定されたものである。 

3. 農業に役立つ生物多様性 

農業も生物多様性や生態系の恩恵を受けて成り立っている。農業は、植物（作物）や動物（家

畜）を育てるものであるから、生物の恩恵そのものであるが、それら以外の生物からの恩恵も受

けている。それでは、農業における生物多様性の働き（機能）は何か。まず、作物や家畜の品種

の元となる遺伝資源（野生生物）があげられる。また、有機物の分解を行うミミズなどの土壌生

物や微生物も重要な働きをしている。受粉を行うミツバチやマルハナバチなどの花粉媒介昆虫は、

多くの果樹や果菜類が実るためには、なくてはならない生物である。さらに、寄生蜂やクモなど

の天敵生物は、害虫を減らすのに役立つ。しかし、それにはそんなに多様な生物が必要なのか、

少数の精鋭がいれば良いのではないか、そもそも農地にそんなに多様な生物がいるのか、という

疑問がわくかもしれない。そこで、害虫防除に働く天敵を例として、その働きを紹介しよう。詳

細は、田中（2003, 2009）や安田ら（2009）を参照されたい。 

まず、農地の生物種数については、1950年代に徳島県の水田で調べられた例があり、昆虫とク

モが 450種以上も確認された（小林ら, 1973）。その中では、どんな種類が多かったであろうか。

害虫などのように、植物を食べる種類（植食者）が多いと思われるかもしれない。しかし種数の

内訳をみると、他の昆虫などを食べる種類（捕食者）と昆虫などに寄生する種類（寄生者：正確

には捕食寄生者という）が多く、両者を合わせて全体の半数以上（55％）を占めた。そして、植

食者が 34％、土壌中や水中の有機物など腐食物を食べる種類（腐食者）が 11％であった。同様

の結果は、インドネシアの水田でも得られており、捕食者と寄生者を合わせて 64％を占めた

（Settle et al., 1996：詳細は後述）。これらの結果から、天敵となりうる生物が実に多種類生息

していることが分かる。 

これらの多様な生物は、それぞれが独立して生活しているわけではなく、互いにつながりをも

って生きている。このようなつながり（生物間相互作用）をもつことによって、多様な生物の生

存が可能になる。そこで、生物間相互作用を念頭において、害虫防除と生物多様性の関わりを考

えてみる。生物多様性が害虫防除効果を高める仕組みとして、（1）多様な天敵の効果、（2）た

だの虫の効果、（3）多様な植物の効果があげられる。 

(1) 多様な天敵の効果 
1 種類の作物にも多種類の害虫が加害する。そのため、それらの害虫を防除するためには、多

種類の天敵が活躍する必要がある。たとえばキャベツには、コナガの幼虫、アオムシ（モンシロ

チョウの幼虫）、アブラムシ（モモアカアブラムシやダイコンアブラムシ）など多くの害虫が加

害する。これらの害虫の天敵として、コナガには、寄生蜂（コナガサムライコマユバチやコナガ

チビヒメバチなど）や捕食者（クモ類やゴミムシ類など）が、モンシロチョウの幼虫には、別の
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種類の寄生蜂（アオムシコマユバチなど）や捕食者（アシナガバチ類など）が、アブラムシには、

アブラムシ専門の寄生蜂（アブラバチ類）や捕食者（ナナホシテントウなど捕食性のテントウム

シ類やヒラタアブ類の幼虫、クサカゲロウ類の幼虫など）がいる。このように、害虫が異なれば

天敵も異なるため、多種類の害虫を防ぐには多種類の天敵が必要になる。 

さらに、異なる天敵は、害虫の異なるステージ（卵、幼虫、蛹など）を攻撃することによって、

防除効果が高まる。たとえばコナガでは、卵に対してはメアカタマゴバチなど卵寄生蜂が寄生す

るが、当然すべての卵が寄生されるわけではないので、生き残った個体は孵化して幼虫となる。

しかし、幼虫に対しては、クモ類やゴミムシ類などの捕食者が捕食したり、コナガサムライコマ

ユバチなどの寄生蜂が寄生したりして、さらに個体数が減る。また、蛹に対しては、コナガチビ

ヒメバチなどが寄生し、鳥などの捕食もあるであろう。さらに、成虫は、網を張るクモに捕えら

れ、カエルなどにも捕食される。コナガは、1匹の雌成虫が 100個以上の卵を産み、これがほと

んど生き残ったら大変なことになる。しかし、多数の天敵が活動する環境では、ほとんどの個体

は天敵などによって死亡するため、そのようなことが起こらないのである。さらには、天敵同士

が協力して防除効果を高める場合すらある。もっとも、天敵同士は、協力しようと意図している

わけでなく、見かけ上の協力である。詳しいことは、本研究者会議で馬場友希氏が紹介される。 

しかし、うまく働く場合だけでなく、時には逆効果の場合もある。捕食者は、害虫だけでなく

別の捕食者も食う（ギルド内捕食という）。そのため、高い害虫防除効果をもつ捕食者が他の捕

食者に食われると、全体としての防除効果が下がってしまうことがある。生息する生物間の関係

を詳しく調べることが重要である。 

(2) ただの虫の効果 
害虫は作物を植えた後にやって来て、しだいに個体数が増える（増殖する）ことが多い。いっ

たん害虫が増えてしまうと、その後に天敵が来ても間に合わない。なぜかといういと、害虫とな

っている種類は、一般に増殖する速度が大きいからである。そうすると、天敵によって害虫を防

ぐためには、害虫が増える前に天敵が増える必要がある。そのためには、天敵にとって害虫の替

わりになる餌が重要であり、このような餌を代替餌と呼ぶ。代替餌として重要なのが、ただの虫

（害虫でも益虫でもない虫）である。水田のユスリカや畑のトビムシなど腐食者がただの虫の代

表である。これらは一般に早期に増え、これを餌として天敵が増えて害虫を迎え撃つと、防除効

果を発揮することができる。 

このような、ただの虫の効果を示そうとした研究が報告されている。セトルら（Settle et al. 

1996）は、インドネシア・ジャワ島中部の水田地帯において、昆虫を中心とした群集を調査した。

この地域は、農家や圃場によって、イネの作付時期が違うため、地域内に色々な生育期のイネが

存在する（水稲非同期栽培地域）。熱帯の非同期栽培地域では、天敵は周囲からの移入によって

初期密度が高く、害虫の増殖を抑制することが知られている。彼らは、採集した 700種以上の種

を、植食者、腐食・プランクトン食者、捕食・寄生者というグループに分け、それらの発生消長

を調べた。前述したように、種数では捕食・寄生者が最も多く 64％（捕食者が 40％、寄生者が

24％）を占めた。そして、重要な点はそれぞれのグループの発生時期であり、初めに腐食・プラ
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ンクトン食者が増え、次にそれらを食べる捕食者が増え、害虫を含む植食者が増えるのはその後

であった（図 1）。さらに、腐食・プランクトン食者の効果を確かめるため、厩肥を付加する実

験区を設けたところ、厩肥の付加によって、腐食・プランクトン食者が増え、さらに捕食者も増

加したことから、腐食・プランクトン食者に依存して捕食者が増加することが示唆された。わが

国の水田においても、ユスリカの個体数が多い水田では、クモなどの個体数が多い傾向があるこ

とが報告されている（日鷹, 1990; 村田, 1995）。 

畑地においては、土壌に生息するトビムシやダニが代替餌として重要なことが示唆されている。

ケンタッキーのキュウリ・カボチャ畑において、堆肥を施用することにより腐食者（トビムシ、

ダニ）の密度は 3～4倍に増加し、捕食者（ゴミムシ、コモリグモ）の密度も増加した（Haraj and 

Wise, 2002）。しかし、害虫（ハムシ、カメムシ）および果実収量への効果は、はっきりしなか

った。また、マイアミのダイズ畑における堆肥と耕起の影響に関する圃場実験では、堆肥施用に

よって腐食者（主にトビムシ）および捕食者（クモ）の密度が増加し、ダイズ葉の食害面積が減

少した（図 2）。しかし、害虫であるマメコガネ、インゲンテントウ、バッタの 1 種の密度には

有意な効果がなく、食害面積減少のメカニズムは不明であった（Rypstra and Marshall, 2005)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの例をみると、堆肥など有機物を施用すると、腐食者や捕食者の増加に対しては明らか

な効果があるが、それが害虫の増殖抑制や作物の被害軽減までは効果が及ばない、あるいは効果

がはっきりしないようだ。この点を明らかにするためには、天敵密度が害虫抑制に効果があるレ

ベルまで増加したか両者の関係を十分検討する必要がある。 

(3) 多様な植物の効果 
多様な植物の効果としては、一つの圃場の中に複数の作物を栽培する混作、あるいは圃場の外

縁などに天敵の餌となる花蜜・花粉を供給する草花や代替餌を供給する植物を植えるなどの方法

によって、害虫密度が下がったり天敵が増加したりする効果があげられる。 
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図１ ジャワ島の水田における各グル
ープの発生時期．Settle et al. 
(1996)を改変（田中, 2009）． 

図２ 堆肥付加区と対照区におけるクモ
密度とダイズ葉被害の関係．Rypstra and 
Marshall (2005)を改変（田中, 2009）． 
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混作によって害虫密度が下がる事例のあることが知られていたが、リッシュら（Risch et al., 

1983）とアンドウ（Andow, 1991）は、多くの研究例をレビューし、農作物の単一栽培（monoculture）

と複数種栽培（polyculture：複数種の作物の混作（intercropping）および雑草など作物以外の植

物を一緒に栽培すること（weedy culture）を含む）とを比較してどちらで害虫の個体数が多くな

るかを解析した。それぞれ、198種および 287種の害虫のうち、50％あまりの害虫種は複数種栽

培の方が個体数が少なくなったのに対し、逆に複数種栽培で個体数が多くなった種は約 20％であ

った（残りの約 30％は違いがない、または両方の場合があった）。これらの結果は、農業生態系

のようなきわめて単純な生態系では、作物や植物の多様性が高い方が害虫個体群を抑制すること

を示唆している。 

圃場の外縁などに植物を植えて天敵を増やす技術は、とくに西ヨーロッパで開発が進んでいる。

これは、天敵の生存や繁殖、行動などを高めるように生息環境を変える生息場所管理（Landis et 

al., 2000）の一つであり、土着天敵を保護することによって害虫を防除することを目指す保全的

生物的防除（conservation biological control）のための技術である。具体的な例として、畑の外

縁に牧草や植物を植えることによって天敵の住み場所を提供する、花蜜や花粉の豊富な草花を植

えることによって寄生蜂や捕食者（ヒラタアブ、ヒメハナカメムシなど）に花蜜・花粉を供給し

て天敵の個体数が増え産卵数も増す、天敵の餌になる昆虫（その畑の害虫にはならない）が増え

る植物を植えることによって天敵が増える、畑の中に雑草を植えた土手（ビートルバンク，beetle 

bank）を作りゴミムシなど徘徊性捕食者の越冬場所を供給する、など色々な技術が開発されてい

る。わが国においては、生息場所管理の研究や技術開発は始まったばかりであるが、ナス畑の外

縁にソルゴーやオクラを植える方法（インセクタリープラント）、ダイズの畝間にオオムギを植

える方法（リビングマルチ）などが開発され実用化されつつある（大野, 2009: 小野・城所, 2009）。

どちらも作物の害虫とはならない種類のアブラムシなど代替餌を供給して、それによって増えた

天敵がナスやダイズの害虫を防ぐ効果が示されている。ハウスでバンカープラント（天敵銀行）

を用いて天敵を増やす方法については、本研究者会議で長坂幸吉氏が詳しく紹介される。 

4. 環境保全型農業の効果を表す指標生物 

前述のように農業生態系にも、多種の生物が生息する。しかし、農業の近代化は化学物質など

環境に負荷を与えるため、里山における農業の衰退とともに、環境や生物多様性に負の影響を及

ぼす。環境負荷を軽減するため環境に配慮した農業は、環境保全型農業と呼ばれ、その推進が図

られている。 

このような農業は、農業生態系に生息する生物や生物多様性を保全する効果があると考えられ

る。しかし、その効果を定量的に評価した研究はほとんどなかった。第 3次生物多様性国家戦略

（2007年）の中には、農林水産関連施策を効果的に推進するうえで生物多様性指標の開発が必要
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であることや、農林水産業が生物多様性に果たす役割を解明

し、国民的・国際的な理解を深めることを推進することが明記

されている。同年に策定された農林水産省生物多様性戦略の中

にも，同様のことが記されている。このような背景を受けて、

2008～2011 年度に、農林水産省委託プロジェクト研究「農業

に有用な生物多様性の指標及び評価手法の開発」が実施され

た。終了時には、プロジェクトの成果として、「農業に有用な

生物多様性の指標生物調査・評価マニュアル．Ⅰ調査法・評価

法」および「同．Ⅱ資料」（農林水産省農林水産技術会議事務

局ら, 2012a,b）が刊行された（図 3）。以下に、プロジェクト

およびマニュアルの概要を紹介する。詳細は、マニュアルを参

照されたい（PDF 版を農業環境技術研究所のホームページ

http://www.niaes.affrc.go.jp/techdoc/shihyo/からダウンロー

ドできる）。 

（1）プロジェクトの目的と実施方法 
このプロジェクトの目的は、環境保全型農業など生物多様性を重視した農業が、生物多様性の

保全・向上に及ぼす効果を、科学的根拠に基づいて現場レベルで評価できるような指標生物とそ

の評価法を開発することである。指標として選ぶ対象生物は、主に農業に有用な生物であり、と

くに農業害虫の天敵となる昆虫類やクモ類などの捕食者と捕食寄生者とした。その理由は、この

グループが農業生態系の中で特に種数が多いこと、また食物網の中で中位の栄養段階にあるため、

その多様性は、餌となる昆虫など下位の栄養段階や脊椎動物など上位の捕食者の多様性を反映す

ると考えられることである。さらに、害虫の増殖を抑制するこれらのグループは、環境保全型農

業を行ううえで有用であることである。 

プロジェクトの研究期間は 4年間であり、初めの 2年間で指標生物の候補を選び、次の 2年間

で調査法・評価法を開発して最終的な指標を選抜した。指標の候補を選ぶための基本的な方法は、

環境保全型農法を行っている圃場と一般的な管理（慣行農法）を行っている圃場において生物を

調査し、環境保全型農法圃場で有意に個体数の多い生物を候補とする、というものである。後半

の 2年間には、調査対象を指標生物候補に絞り、指標として妥当であるか検証するとともに、簡

便な調査法および客観的評価法を開発した。参画した機関は、多数の公立農業試験研究機関およ

び一部の国立独立行政法人、大学であり、全国各地の水田および基幹となる果樹や野菜など（カ

ンキツ、リンゴ、ナシ、モモ、チャ、キャベツ、ナス、ネギ、ダイズ）の圃場において、調査・

解析を行った。 

（2）指標生物と評価手法の開発 
最終的な指標生物は、作目ごと、地域ごとに選定された（表 2）。指標生物の多くは、個別の

種ではなく、複数の種を含むグループ（たとえばテントウムシ類など）とした。個別の種とする

と、専門家でないと同定が困難であったり、種を分けるのに多くの労力が必要となることから、

図３ 「マニュアル」Ⅰの表紙． 
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現場で識別しやすい指標とするためである。水田および果樹・野菜などの圃場それぞれにおいて、

全国的に共通性の高い指標生物と地域ごとに共通する生物があることが分かった。水田において

は、全国共通の指標生物として、アシナガグモ類とコモリグモ類が選定された。これら 2群のク

モ類は、水田で個体数が多く、またイネ害虫の天敵としてよく知られている。一方、果樹・野菜

などの圃場における全国共通の指標生物は、ゴミムシ類等とクモ類であった。これら 2群は、果

樹園や野菜畑で多く見られ、また色々な種類の餌を捕獲する広食性あるいはジェネラリストの捕

食者であるため、全国的に共通性の高い指標生物として有効であると考えられる。 

対象となる地域で評価を行う際には、全国共通の指標生物とその地域の指標生物を合わせて用

いて、各指標生物で決められた調査法に従って調査を行う。調査が終わったら、結果をもとに評

価を行う。評価は、指標生物の個体数に基づいて点数（スコアと呼ぶ）を付けて行う。具体的な

調査法・評価法については、マニュアルを参照されたい。 

 

表 2 地域および作目別の指標生物（農林水産省農林水産技術会議事務局ら, 2012a） 

作目 全国共通 北日本 関東 中部 

水田 
アシナガグモ類、 

コモリグモ類 

トンボ類、 

カエル類、 

水生コウチュウ・水

生カメムシ類 

トンボ類、 

カエル類、 

水生コウチュウ・水

生カメムシ類 

トンボ類、 

カエル類、 

水生コウチュウ類 

果樹・ 

野菜 

など 

ゴミムシ類等、 

クモ類 

寄生蜂類、 

テントウムシ類、 

ヒラタアブ類、 

アリ類、 

カブリダニ類 

寄生蜂類、 

捕食性カメムシ

類、 

カブリダニ類 

寄生蜂類、 

テントウムシ類、 

捕食性カメムシ類、

アリ類、 

カブリダニ類、 

ハサミムシ類 

          

作目 近畿 中国・四国 九州   

水田 

トンボ類、 

カエル類、 

水生コウチュウ類 

カエル類、 

水生コウチュウ・水

生カメムシ類 

トンボ類、 

水生コウチュウ類 
  

果樹・ 

野菜 

など 

寄生蜂類、 

捕食性カメムシ類 

寄生蜂類、 

テントウムシ類、 

ハネカクシ類、 

アリ類、 

カブリダニ類 

テントウムシ類、 

捕食性カメムシ

類、 

ハネカクシ類、 

アリ類 
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（3）今後の課題 
指標生物および調査法・評価法の開発は、全国の多数の地点で調査した結果に基づいて行った。

しかしながら、それぞれの作目については、必ずしも調査地点は多くない。調査が実施されてい

ない都道府県や地域において、指標生物および評価法が適用できるか検証することが今後の課題

である。また、同じ都道府県内であっても、地域によって気象条件が異なる。生物の個体数は、

そのような気象条件や圃場周辺の環境の影響を受け、また年次変動もある。それらの影響を明ら

かにすることも課題である。このような理由から、作成したマニュアルは、標準的なものとして

活用することが望ましい。各地域において、指標生物や評価法を確立するためには、マニュアル

に基づいて調査を行い、各地域に適した手法に改良することが重要である。さらに、これから調

査されたデータを集積し、解析することによって、マニュアル自体も改訂することが期待される。 

もう一つの課題は、開発された指標生物および調査法・評価法を活用することである。マニュ

アルを利用することによって、環境保全型農業の取り組みの効果を評価することができる。その

評価結果の具体的な活用例として、次のようなものが考えられる。環境保全型農業に意欲的に取

り組んでいる農家にとっては、その取り組みによって生物にとっての生息環境がどの程度改善さ

れたのか知りたいであろう。本評価法により取り組み程度を客観的に評価し、その効果を実感で

きるため、一層の取り組みを行う励みになると考えられる。集落など地域として取り組んでいる

場合にも同様の活用ができるが、それに加えて、地域ブランドとして農産物の販売戦略に活用す

ることも期待される。すなわち、指標生物による科学的裏付けがされることで、取り組みに対す

る信頼性が増し、販売促進につながることが期待される。さらに将来的には、IPM（総合的病害

虫・雑草管理）の環境保全に対する効果を評価する、あるいは効果を向上するのに用いることが

期待される。IPMを効果的に実施するためには、土着天敵を活用することが重要であり、指標生

物を調査することによって、土着天敵が温存されているかの目安を得ることができる。 

おわりに 

本稿では、おもに農業における生物多様性とその活用の可能性について考えた。生物多様性を

活用するためには、農地やその周辺において、どのくらい生物多様性が維持されているか知る必

要があり、それを表す指標生物とそれを用いた評価法を紹介した。これらの指標生物やその評価

法を活用することによって、環境保全型農業の効果的な普及・促進およびそのための農業技術の

開発・改善につながることが期待される。 

さて、本研究者会議第 1部の標題は、「有機農業は生物多様性に配慮した農業か」である。指

標として選ばれた生物は、慣行圃場に比べて環境保全型農業圃場で個体数が明らかに多かったも

のである。とくに水田では、調査された環境保全型農業圃場の中に有機圃場が多く含まれていた。

さまざまな指標生物が選ばれたことは、有機農業がこれらの生物に対してプラスの効果があるこ

とを示している。しかし、有機農業にもさまざまなやり方があり、生物に対する効果は一様では

ない。したがって、有機農業は「平均的には」、生物（あるいは生物多様性）に配慮した農業で

ある、と言えるであろう。 
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農地の捕食者の多様性を維持する 
管理とその機能 

馬場 友希 

独立行政法人 農業環境技術研究所 

はじめに 

近年、農地生態系は作物生産の場としてのみならず、生物の棲み場所を提供する「生物多様性

保全の場」としても重要視されている。こうした生物多様性への関心の高まりを受け、農薬など

の化学薬品の使用を減らし、農地における生き物へ与える影響を軽減するような環境保全型農業

への転換が推進されている。一方、環境保全型農法における化学薬品の減少は害虫密度を増やす

という負の側面ももつが、同時に農地にする捕食性生物も維持されるため、これらの天敵機能を

活用することが注目を集めている。特にカエルやクモを中心とする広食性捕食者（以下、捕食者）

は様々な生き物を食べるため、害虫不在時において高密度に維持されれば、害虫の多発生を抑え

ることができる（桐谷 2004）。ではこれらの捕食者の密度や多様性を高く保ち、その害虫防除機

能を最大限に発揮させるためにはどうすればよいのだろうか？本講演では、農地における捕食者

の密度・多様性がどのように維持されているか、そして捕食者の維持が害虫防除にどう役立つか

について、これまでの研究や現在私達が取り組んでいる研究を紹介する。 

1. 捕食者に影響を及ぼす要因 

農地に生息する捕食者の個体数や多様性を決定

する要因として、ここでは (1) 圃場内の環境に影

響を及ぼす農法、さらに(2) 圃場内の潜在的な捕食

者相の供給源となる周辺景観について紹介する（図

1）。 

(1) 農法の効果 
圃場内の環境を改変する農法や管理法は、直接的

な影響や餌資源を介した間接的な影響を通して捕

食者の密度や多様性に影響を及ぼす。例えば、殺虫剤などの化学薬品による初期害虫防除は、薬

剤による直接的な死亡率の上昇や餌生物の減少によりクモ類などの捕食者密度を著しく低下させ

ることが知られる（小山 2005）。また、減農薬・無農薬に代表される有機農法や環境保全型農法

は、捕食者を含む様々な生物の密度や多様性を改善することが、様々なタイプの農地で報告され

ている（Hole et al. 2005）。一方、化学薬品の使用量以外にも、耕起や代かきによる農地の攪乱

は捕食者密度に負の影響を及ぼすことが知られる（耕起の影響：Ishijima et al. 2006）。こうし
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た種々の管理の組み合わせは農家によって異なるため、同じ環境保全型の農地であっても捕食者

の密度や多様性に著しい差が生じうる。捕食者の密度を高めるのに有効な管理法は、少なくとも

水田においてはまだ明らかにされていない（田中 2003）。そのため、捕食者の密度や多様性を高

く保つ管理法を確立するには、慣行農法と有機農法という比較のみならず、農法を構成する個々

の管理法が生物にどのような影響を与えるのかを評価する必要がある。 

(2) 周辺景観の効果 
農地は耕起や収穫など農業活動による強い攪乱の影響を受ける。そのため、農地に生息する生

物は圃場内の環境だけでは生活史を全うできず、生息場所として周囲の環境にも強く依存してい

る (Bianchi et al. 2006)。農地の周辺にみられる林や川、草地など個々の異質な生態系は景観要

素と呼ばれており、それらの構成や配置を総称して景観構造と呼ぶ。近年、地理情報システム

（Geographic Information System）の発達に伴い景観構造の定量化が可能となり、欧米諸国で

は景観構造と農地の生物の関係を明らかにする研究が精力的になされている。例えば、Schmidt

らは、ドイツのコムギ畑を対象に景観構造と有機農法が圃場に生息するクモ類に与える影響を解

析し、周辺の非農耕地の比率が高くなるほど圃場内のクモの密度や多様性が高まることを明らか

にしている（Schmidt et al. 2005, 2008）。 

農地の景観構造は、圃場に生息する生物の密度や多様性に影響を及ぼすだけではなく、農法が

生物に与える効果をも改変する。Concepciónらは欧州の農地を対象に、化学肥料の投入を減らし

た粗放的な管理が行われている農地と、集約的な管理が行われている農地との間で様々な生物の

種数を比較した。その結果、1)粗放的な管理を行う農地の方が集約的な管理を行う農地よりも鳥

や植物、クモ類やハチ類の種数が増加すること、2）さらに粗放的な農法による生物へのプラスの

効果は周辺の景観の複雑さ （ここでは非農耕地の割合などを意味する）によって変化することが

明らかにされた（Concepción et al. 2012）。このことから、環境保全型農法によって生物の多様

性を高く保つためには、圃場内の管理だけでなく、例えば景観の単純化を防ぐなど周辺環境の管

理も必要と考えられる。 

(3) 水田を対象とした研究例 
欧米では農法や景観構造といった異なる空間スケールの影響に関する研究が盛んであるが、国

内における実証例は乏しい（Amano et al. 2011）。こうした背景から、私達は、栃木県塩谷町の

特栽水田（殺虫剤の使用無し）、慣行水田（殺虫剤の使用有り）を対象に、カエルやクモなどの

捕食者の個体数を調べ、農法と周辺景観が捕食者密度に与える影響を明らかにした。解析の結果、

景観や農法が捕食者の個体数に与える影響は、捕食者の種類によって異なることが分かった（図

2、馬場ら、未発表）。例えば、トウキョウダルマガエルは特栽水田や周囲に森林が少ない水田ほ

ど個体数が多かったのに対し、アカガエルでは農法の効果はなく、周囲の森林面積が多い水田ほ

ど個体数が増加することが分かった。この違いは種間の生息地利用の違いを反映していると考え

られる。一方、コモリグモ類やアシナガグモ類などのクモ類の個体数は、特栽農法と周囲の森林

面積からプラスの影響を受けることが分かった。周囲の森林がクモ類の密度を増加させる仕組み

として、森林がクモの供給源として機能しているか、あるいは餌生物の供給源として機能してい
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る可能性が考えられた。この仕組みについて現在、調査中であるが、クモ類の重要な餌資源であ

るユスリカ類も周囲に森林が多い水田ほど個体数が増加するなど、興味深い結果が得られている。 

 

 

2. 捕食者が害虫抑制に果たす役割 

(1) 捕食者による害虫抑制の仕組み 
捕食者が害虫を抑制する仕組みとして、数の反応や機能の反応が重要である。数の反応とは害

虫の密度変化に対する天敵の密度変化を、機能の反応とは、害虫の密度変化に伴う天敵一個体あ

たりの害虫捕食数の変化を指し、これらをかけあわせることで害虫密度の変化に対する天敵によ

る害虫の捕食数の変化を知ることができる。一方、捕食者が害虫を抑える仕組みは「食う―食わ

れる」の関係だけでなく、捕食者の存在が害虫の採餌活動を抑制することで、作物への食害を軽

減するという、形質介在効果の存在も指摘されている (Schmitz 1997)。そのため、捕食者の機能

を活用した害虫の防除法を考える際には、捕食－被食関係のみならず、捕食者に対する害虫側の

反応を理解する事も大切である。 

農地では多種多様な捕食者が生息するため、捕食者の多様性を高めることが害虫抑制にどのよ

うに貢献するかに関心がもたれる。この問いは、種多様性－生態系機能の観点から精力的に研究

がなされており、それらの研究成果によると、捕食者の多様性の増加は害虫抑制効果を強めたり、

逆に弱めるなど、その効果は状況依存的であることが示唆されている（詳しくは安田(2008)を参
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照）。ここでは、捕食者の多様性の増加が害虫への抑制効果を高める仕組みとして「補完作用」

と「協調的相互作用」の 2つを紹介する。「補完作用」とは捕食特性が異なる複数の捕食者によ

り、集団全体での餌利用が拡大する効果である。Finke と Snyder は、操作実験により、捕食者

の種数の増加とともにアブラムシの抑制効果が強まることを明らかにした（Finke and Snyder 

2008）。この害虫抑制効果が増強する仕組みとして、天敵種ごとに餌の探索する植物上の部位が

異なることなど、ニッチの違いが重要だと考えられた。一方、「協調的相互作用」とは天敵間に

正の相互作用が生じることで、捕食者の餌利用の効率が単独の場合に比べて増加する作用のこと

である。Losey と Denno は、ゴミムシとテントウムシの二種の捕食者の存在下においてアブラ

ムシの防除効果が増強されることを明らかにした(Losey and Denno 1998)。ゴミムシは地表徘徊

性であるため、通常植物上のアブラムシを捕食する事はできない。しかし、テントウムシが共存

する条件下では、アブラムシが捕食回避のため地上に落下するため、結果としてゴミムシによる

アブラムシの捕食が可能になると解釈される。つまり、捕食者に対する害虫の反応が重要だと考

えられる。 

(2) 水田生態系における広食性捕食者の役割 
水田においてクモ類の天敵機能を明らかにした実証例をいくつか紹介する。有名な例として、

60－70 年代に実施された高知県農林技術研究所のグループによるツマグロヨコバイの個体群動

態に関する研究が挙げられる。桐谷らはイネの害虫であるツマグロヨコバイを対象に繁殖や生存

に関わる様々なパラメーターを明らかにし、生命表に基づく変動主要因分析によって害虫の個体

群動態に影響する要因を明らかにした（Kiritani et al. 1970）。その結果、クモ類の捕食がツマ

グロヨコバイの密度制御要因の一つであることが示唆された。また、直接観察法に基づく食性分

析によりツマグロヨコバイの個体数変動におけるクモの捕食の役割を評価したところ、キクヅキ

コモリグモやセスジアカムネグモ等が重要な捕食者であることが明らかにされた（Kiritani et al. 

1972）。 

上記の研究は個体群生態学の手法を基調とした研究であるが、景観生態学や分子生態学など、

新たな方法論をとりいれた研究も実施されている。高田らは、地域レベルで環境保全型農業に取

り組む宮城県の大崎市にて、斑点米カメムシとして問題視されるアカスジカスミカメ（以下、ア

カスジ）を対象に、害虫密度に影響を与える要因を明らかにした。その方法とは、数十枚の有機

水田を対象に、害虫と捕食者の個体数や環境要因を調べ、それらの関係性を統計モデルにより検

討するものである。解析の結果、アカスジの個体数は、アシナガグモ類とアゴブトグモの密度か

ら負の影響を受けることが明らかとなった (Takada et al. 2012)。このクモ類によるアカスジの

捕食を確かめるため、小林らは分子マーカーを用いた食性分析によりクモによるアカスジの捕食

率を推定した (Kobayashi et al. 2011)。その結果、野外条件下において、アシナガグモ類やアゴ

ブトグモはアカスジをある程度の割合で捕食していることが明らかとなった。また、高田らはこ

の捕食率のデータをさらに解析することで、地上徘徊性のコモリグモ類によるアカスジの捕食率

が、アシナガグモの密度と共に高まることも明らかにした (Takada et al. 2013)。アカスジは稲

穂より下に移動することがほとんどないため、通常であればコモリグモ類との間に補食被食関係
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が生じるとは考えにくい。そのため、おそらくアシナガグモ類の網がアカスジを落下させること

で、コモリグモ類による捕食圧が高まったと解釈される。これは一方のクモ類の網がもう一方の

クモ類による害虫への捕食圧を高めるという協調的相互作用を示唆するものであり、興味深い結

果である。 

おわりに 

本講演では、農地において捕食者の多様性が維持される仕組みと害虫抑制に果たす役割につい

て紹介した。日本の農地、特に水田においては捕食者の維持機構や捕食者の害虫制御の仕組みに

関する研究例が少なく、捕食者の多様性や機能を安定的に保つ管理法が確立されていないのが現

状である。これらの仕組みに関してより多くの知見が蓄積される必要がある。また本講演ではあ

まり触れなかったが、害虫以外の昆虫類（「ただの虫」）も、害虫不在時に捕食者を支える餌資

源として、その個体群維持に重要な役割を担っている (桐谷 2004)。そのため、捕食者の動態を

理解するには、捕食者と害虫のみの関係ではなく、餌昆虫も含めた包括的な生物間の関係を明ら

かにする必要がある。 
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兵庫県豊岡市における 
コウノトリ育む農法の取り組み 

成田 市雄 

森津こうのとりファーム 

主な活動 

① 大規模有機稲作農家のグループ「豊岡エコファーマーズ」の一員として、「コウノトリ育

むお米部会」の結成に関わる。 

② 「コウノトリ育むお米部会豊岡北部支部」副支部長として、「こうのとり育む農法」現地

研修会でのほ場提供、自らの無農薬栽培体験を活かした冬期湛水、早期湛水、中干延期な

ど適切な技術指導で会員のレベルアップを図っている。 

③ 兵庫県但馬県民局認定の「コウノトリ育む農法」アドバイザーとして、農業者だけでなく、

教育現場においても育む農法の伝道者として活躍している。 

④ 集落の有志とともに「森津こうのとりファーム」を結成し、集落ぐるみで取り組む無農薬

栽培の技術普及に努めている。 

1. これからは有機の時代だ！ 

私は、豊岡市森津で 11haの稲作と作業受託をしている専業農家である。平成 13年当時、但馬

北部地域の大規模稲作農家で組織していた稲作研究会のリーダーから「これからは有機の時代だ

から、有機栽培について勉強しませんか」と呼びかけがあり、翌年、地域も年齢も経営も異なる

個性豊かな 5人が普及センターの支援のもとで発酵鶏糞を使って、減農薬栽培を始めた。折しも

豊岡市では、コウノトリと共生する町づくりが提唱され、コウノトリのエサ場となるビオトープ

が拠点的に作られた（「表 1 コウノトリ育む農法の取り組み」参照）。 

そこで、平成 15年には環境に配慮した農業生産に向けエコファーマーを申請し、それを機に「豊

岡エコファーマーズ」を結成した。5 人のエネルギーが一つとなり、生き物が豊かなコウノトリ

育む農法の確立に向けて動き出した。 

平成 17年には、無農薬栽培に挑戦した。民間稲作研究所の稲葉先生の指導を仰ぎながら手探り

の状態で始めた。当初は、冬期に田んぼの水管理ができず、苗は稚苗で田植え時に米糠ペレット

を播く程度であった。田植え後の深水も苗が短くてできず、田んぼはコナギだらけとなった。そ

んなある日、子供連れで試験ほの草を取る普及員の話を聞き、その姿を思い、このままではいけ

ないと気を引き締めた。 
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2. コウノトリが安心して餌をついばむ田んぼを取り戻そう！ 

(1) 地域の営農団体と連携して生き物育む技術を模索 
当地域では、平成 17年にコウノトリの自然放鳥に向け、コウノトリが住める環境を早急に整備

することが求められていた。そのため、豊岡エコファーマーズでは、先行して取り組んでいたコ

ウノトリの郷営農組合や市内の法人組織、営農団体と連携しながら、地域全体で取り組める水稲

の減農薬栽培をテーマにして、冬期湛水、早期湛水でとろとろ層づくり、中干延期をしながら、

毎年、少しずつではあるが、農薬を削減してきた。使用農薬はすべて人、生き物にやさしい普通

物、魚毒性Ａ類のみであり、平成 14年当初、農薬使用 9成分からスタートして、平成 16年に 4

成分に、平成 17 年には 3 成分に削減した。必要不可欠と思いこんできた農薬を減らしても収量

を確保することができた。冬期・早期湛水、田植え直後からの深水管理、EM 糖蜜活性液の散布

などの技術の組み合わせによって総合的に抑草できる自信ができた。平成 18 年には、試験に取

り組んできた 10団体が参加してＪＡに「コウノトリ育むお米部会」が誕生し、コウノトリ育む農

法のさらなる発展と普及に乗り出した。 

(2) 大規模稲作農家に合った無農薬栽培技術 
無農薬栽培を始めた当初は、米糠ペレットを田植え直後に背負動噴で散布していた。反当 80kg

を散布するのは、労力的にきつく、田植えの受託作業が込んでくると、適期に散布できないこと

が多くなった。そこで、大型稲作農家に合った無農薬栽培技術の確立に向け、豊岡エコファーマ

ーズで取り組んだ。平成 17年、福岡県八女の山下さんから提案いただいた、抑草資材、EM糖蜜

活性液の 3回散布に取り組んで、米糠ペレット以上の抑草効果を得た。EM糖蜜活性液の効果は、

散布後に水面が濁ることから光合成細菌によるものと思われた。当初は、省力化をねらい、各ほ

場に水槽を設置して、EM 糖蜜活性液を水口から流し込んだが、思うように拡散せず、現在では

動力散布に切り替えている。 

(3) 地域への面的広がり 
コウノトリ育むお米部会が誕生した平成 18年頃、森津集落で育む農法に取り組んでいたのは 2

人であった。ある日、無農薬ほ場に目印の白旗を揚げていたところ、小学校 5年生の女の子から、

「おっちゃんがいくら無農薬でお米を作っても隣で農薬をふってたらが意味ない」と言われ、私

はハッとさせられた。 

育む農法は地域全体で取り組まなければ意味がないと改めて考えるようになった。そこで、集

落内の農家に育む農法の大切さを説明して協力を呼びかけた。平成 20 年度、県の環境創造型農

業推進事業の取り組みを機に、コウノトリ育む農法生産者 9名で森津こうのとりファームを結成

し、無農薬栽培技術の研鑽に努めている。現在では、集落の 19haの水稲のうち、10.2haで無農

薬栽培している。平成 21 年、農薬散布したほ場ではカメムシによる 2 等米が発生したが、無農

薬ほ場ではすべて 1等米となり、目に見えた成果がでた。 

しかし、課題もでてきた。現在、育む農法では、早期湛水前、収穫前後、秋にほ場を干すだけで、

湛水期間が長く、施用した有機物が土壌中に分解されずに残ってきている。そのため、稲の生育

-38-



 

 

量をコントロールすることが難しくなった。有機物の投入年数に応じて施用量を減肥することが

必要となっている。 

3. コウノトリが教えてくれた自然の摂理に感謝 

私の田んぼは、今年、長いほ場で無農薬栽培 9年目

となる。化学肥料、農薬をできるだけ使わないように

努めてきたほ場では、トロトロ層のイトミミズなど、

生き物がしだいに増え、それを食べるツバメが集ま

ることが多くなった。田んぼに生き物が増えていく

に従い、病害虫の発生が抑えられることが実感され

てきた。コウノトリを食物連鎖の頂点に病害虫など

さまざまな生き物が上手にバランスをとる不思議な

世界が見えてきた。 

農薬の削減、化学肥料不使用、冬期・早期湛水、中

干し延期などにより田んぼが生き物を育むゆりかごとなった。田んぼは濁った状態となって、草

が生えなくなった。無農薬栽培は 3年も経てば、雑草が増え、作れなくなると聞いてきたが、私

の田んぼでは、全体にだんだん草が少なくなってきている。 

コウノトリ育む農法は、コウノトリの餌場をつくるなど生物多様性を保持しながら、稲作を行う

ところに農法成功の秘訣がある。取り組む農家は、生物多様性への理解をさらに深めたい。 

4. コウノトリ育む農法における減農薬栽培 

ＪＡたじまコウノトリ育むお米部会では、コウノトリとも共生できる地域社会を創造するため、

有機肥料に化学合成した農薬は使用しない無農薬栽培のコウノトリ育む農法を基本に取り組みを

進めてきた。平成 15 年に取り組みを開始した当初は無農薬栽培だけであったが、農法を担う大

規模農家から無農薬栽培のみで大面積を栽培することはできないとの意見から減農薬栽培の導入

がなされた。 

コウノトリ育む農法では、早期湛水、深水管理、中干し延期などの栽培要件に加え、「ひょうご

安心ブランド」などのブランド認証を要件としている。「ひょうご安心ブランド」の特徴は、農

薬を使用した場合は、生産者集団による残留農薬の自主検査、また、県の残留農薬のモニタンリ

ング検査で安全性を確認している。さらに、感受性が高い子供や抵抗力の弱いお年寄りに配慮し、

国基準の 10 倍の安全基準を設けている。コウノトリ育む農法の安全性を担保する根幹となって

いる。 

平成 24年度、豊岡市ではコウノトリ育む農法 252haの内、減農薬タイプが 201haと 80％を占

める。減農薬栽培は、無農薬栽培に普通物で魚毒性Ａ類の箱施用剤、除草剤 1剤または 2剤の 3

成分ないしは 4成分の使用が認められている。現在、箱施用剤はネオニコチノイド系のスターク

ルを使用しているが、私たち担い手農家や集落営農組織では、無農薬と減農薬栽培を田んぼの条

現地巡回研修で育む農法を研鑽 
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件に応じて使い分けており、安全安心を高めるため、無農薬栽培への移行に努めている。平坦部

では、田植え直後のイネミズゾウムシ、ドロオイムシの目立った被害はなくなり、減農薬栽培で

の箱施用剤の使用中止やほ場周辺部のみの限定使用に取り組んでいる。また、初中期の除草剤で

抑草できなかった場合は機械除草を組み合わせて、化学合成資材（バサグラン）の使用を抑えて

いる。 

平成 24年晩秋、兵庫県農政環境部の西村主任環境創造型農業専門員から部会で検討していただ

きたいこととして、ネオニコチノイド系農薬の取り扱いについて「育む農法の原点に帰って考え

てほしい」と提案があった。早速、部会で真摯に取り組み姿勢を反省し対応策を検討した。部会

員もＪＡにも思いはすぐに通じ、平成 25 年度産の栽培暦は既に部会員に配布され農薬も配達済

みであったが、ＪＡは農薬の回収にも応じ、平成 25年度産から使用を自粛する事となった。 

部会では、直面した対応として、山間地域でイネミズゾウムシの被害の多い地域については、虫

の進入を防ぐ畔シートの設置を呼びかけると同時に、長期的には、アマガエルがイネミズゾウム

シの最大の天敵であることを周知徹底して、地域全体で豊かな生態系を維持できるように啓発活

動を進めていこうとしている。 

コウノトリも棲める地域づくりを実践している私達が、危険性が認識され、ヨーロッパではす

でに規制されている農薬を、自分たちの都合で使うことは許されない。国の規制がないから・・・

と甘いことを言わず「自分たちができることはすぐに実行する」という行動力は、「育む農法」

をはじめて身についた能力である。 

5. 我が子へ、孫へ 

以前の私は、美味しいお米を作り、消費者に喜んでもらうことが一番と考えていた。しかし、コ

ウノトリ育む農法に出会い、自然の摂理を実感したり、多くの人との出会いを通じて、考え方や

行動が変わってきた。私は現在、経営水田の全てを無農薬タイプに切り替えていく目標に向かっ

て取り組んでいる。それは、平成 17年のある研修会で「無農薬の玄米を食べて前立腺ガンを治し

た」という体験談を伺い、頭を殴られたような強い衝撃を受けたことがきっかけである。稲作農

家の使命は、美味しいお米の提供だけではなく、命を支える安全な食べ物を提供することだと悟

った。我が子にも孫にも、胸を張って豊かな環境と本物の食べ物を継承していけたら最高である。 
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表 1 コウノトリ育む農法の取り組み 

 

年度 コウノトリ育む農法の取り組み経過 

H4 ～

H13 

・豊岡市三江地区でコウノトリの郷公園構想が計画され、三江地区で環境創造型農

業推進事業（H4～5）に取り組む。H6～7年、再生紙マルチ移植栽培実施、H7年合

鴨稲作開始、H8年「豊岡あいがも稲作研究会」結成。 

・H11年コウノトリの郷公園開園。 

・H13年兵庫県が「ひょうご安心ブランド農産物認証制度」を創設。 

H14 
・三江地区祥雲寺集落が中心となり、コウノトリの郷営農組合設立。減農薬無化学

肥料栽培試験開始。 

H15 
・コウノトリの郷営農組合と豊岡エコファーマーズが栽培期間中化学農薬化学肥料

不使用試験開始（コウノトリ育む農法無農薬タイプ 0.7ha）。 

H16 

・減農薬タイプの普及版栽培指針ができる（化学肥料不使用、農薬使用 4成分）。

・コウノトリの郷営農組合、兵庫県豊岡農業改良普及センター、旧豊岡市、ＪＡた

じまで暦を統一し、地元の量販店で販売開始。 

H17 

・兵庫県・豊岡市（H17.4に 1市 5町合併して誕生）・ＪＡたじまの実務者協議を

定例化し、「コウノトリ育む農法」の定義と要件を定める。 

・県・市主催第 3回「コウノトリ未来国際かいぎ」で「コウノトリ育む農法」を発

表（減農薬タイプ農薬使用 3成分）。 

・H15から 3年間の実証結果を検証し、無農薬タイプの栽培指針を作成。 

H18 

・豊岡市全域の取り組み団体と個人が参加した「コウノトリ育むお米生産部会」（事

務局：ＪＡたじま）を設立。コウノトリ育むお米の生産・流通・販売体制を整備す

る。 

・酒米の「五百万石」、「フクノハナ」で無農薬タイプ栽培開始。 

・3名の生産者で「こうのとり大豆グループ」を結成。 

H19 
・水稲→菜種（ヘアリーベッチ等緑肥作物）→大豆→育む農法無農薬タイプの輪作

体系検討開始。 

H20 

・豊岡農業普及センターがコウノトリ育む農法アドバイザー養成講座を開設（第 1

期 12名）。 

・3法人 9戸で「コウノトリ大豆組合」を設立。 

・ＪＡたじま営農センター単位で支部を設立（北部支部、南部支部）。 

H21 
・コウノトリ育むアドバイザー養成講座開設（第 2期 18名）。 

・コウノトリ大豆の要件を設定。 

H22 ・ＪＡたじまコウノトリ大豆生産部会設立。 
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年度 コウノトリ育む農法の取り組み経過 

H24 

・コウノトリ育むアドバイザー研究会結成（30名）。 

・県・市・ＪＡで一斉生きもの調査の日（6月 26日：ケロケロの日）設定。 

・栽培履歴に生きもの調査を記載。 

・コウノトリ育むお米の栽培面積 無農薬タイプ 65.6ha、減農薬タイプ 272.7ha、

コウノトリ大豆無農薬タイプ 2.2ha、減農薬タイプ 54.1ha 計 394.6ha 

H25 ・ネオニコ系農薬（スタークル）の使用自粛。 
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1

JAたじまコウノトリ育むお米生産部会

豊岡北部支部 ６２名

豊岡南部支部 １４２名

新温泉支部 ３名

養父支部 ２４名

朝来支部 ３３名

２６４名

コウノトリ育むお米生産部会

コウノトリ育む農法推進状況

0
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85.1 
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44.1 
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18.0 

28.6 
34.0 

36.3 
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1.0 

1.8 
5.1 

4.9 
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ha

コウノトリ育む農法の栽培面積の推移(豊岡市）

大豆 無農薬

大豆 減農薬

水稲 無農薬

水稲 減農薬
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2

ha

年

水稲総面積 約１９ｈａ
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3

米・菜種・大豆の
輪作で２年３毛作

育む農法
水稲

大豆

菜種

・菜種栽培後は、排水が
よくなり大豆に適する。

・トノサマガエルの越冬
地になる

大豆後は、抑草
効果に優れ無
農薬タイプに移

行しやすい

大豆後の冬期湛水田
は落ちた大豆があるの

で、鳥類が多く飛来

輪作体系（畑地転換）

コウノトリ育む農法アドバイザー

農法の課題について意見交換

農法の説明をするアドバイザー
（ＩＣＥＢＡ2010にて）

農法のリーダーとして
現場の課題検討

新規栽培者への指導
広く農法をＰＲ
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4

道の駅、量販店で生産者が販促

生産者と関係機関でコウノトリ育む
お米の試食とアンケートを実施

生産者がコウノトリ育むお米を消
費者に直接ＰＲ

アドバイザーが食農教育

育む農法アドバイザー(28名）は小学校と連携して地域の子供たちに水稲栽培、
生きもの調査を体験する場を提供し、食農教育を行なっている。
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5

実需者・消費者団体と交流

酒屋、生協職員と生産者、関係機関
がともに田植えで豊作を祈る

生協組合員家族とコウノトリ育む農
法水田の生きもの調査で交流

無農薬タイプの抑草技術力アップ

強害雑草コナギをテーマに研修 アドバイザー研究会(28名）で耕耘
研修
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6

生産者が生きもの調査

毎年６月２６日ケロケロの日として生
産者が一斉に生きもの調査

コウノトリ大豆部会会員での生き
もの調査

国際交流でコウノトリ育む
農法をPR

JICA草の根事業で中国浙江省庵
東鎮で農法を通じた環境協力（’10
～12年）

第１回生物の多様性を育む農業国
際会議でアドバイザーが紹介（’10
年）
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北海道における 
施設有機ミニトマト栽培の取り組み 

佐伯 昌彦 

株式会社 マルタ 

1. はじめに 

有機農業を始めたきっかけは作物の持つ生産力

の可能性を引き出したいとの思いからであった。 

作物を連作し続けると収量や品質が低下し、病害

虫の防除も農薬耐性が出て次から次へと新剤を投

入する農業に疑問を感じたのと、本来作物が健康に

育つというのはどういうことなのかという素朴な

疑問があり、それを実現するための一つの手法とし

て有機農業に取り組んだ。 

2. 佐伯農園の経営概要 

当農園のある北海道洞爺湖町は、標高 250ｍ（洞爺高台地区）、年間平均気温 6.5℃、年間降水

量 870mmと、温暖で湿度が高く、降雪量が多い地域である。土質は、有珠系火山灰性土である。 

耕地面積は 10.5ha、ハウス面積は 2,550坪である。栽培品目は、水田（50a）、セロリ（150a）、

ミニトマト（38a）、トマト（18a）、イチゴ（15a）、

サクランボ（80a）で、その他約 20種類（30a）を

栽培している。残りは休耕地である。 

労働力は、私と妻、長男、次女で 3.5人、常雇用

1人（男性）、季節雇用 3人（女性）、パートは延

300人である。 

消費者にも農業の現場を理解してもらうため

に、観光農園や体験学習もやっている。 

2013 年夏（8 月 13 日撮影） 
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3. ミニトマト有機栽培概要 

一般に有機栽培は、 

① 収量・品質が安定しないため、高単価で販売しないといけない 

② 美味しく、機能性も高い 

③ 栽培方法のマニュアル化ができない 

④ 変わり者が撰択する経営 

と考えられている場合が多く、その品質を評価しつつも、農業経営を考慮しないライフスタイ

ル（生き方）としての農業形態と受け止められている。 

しかし当農園では、健全な土づくりと健全な根づくりを心がけ、安定した収量・品質を目標に、

農業経営として成り立つ栽培を実施している。 

  

小学生の体験学習 

セロリ栽培 シソ栽培 
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(1) 土づくり 
前年の秋（12月上旬）に、自家堆肥 10ａあたり 2ｔを施用し、耕起後、十分に灌水（1月下旬）

をしている。 

(2) 育苗培土 
山土（20m3）、自家堆肥（10m3）、ピートモス（10m3）、モグラ堆肥（20袋）、サンゴ要源

（8袋）、米ぬか（10袋）、苦土タンカル（10袋）を、使用する前年の 8月から 9月に混合・熟

成させてから使用している。 

(3) 育苗 
三つ子の魂百までと言われるように、トマトの体質も

育苗期にほぼ決まると考えている。 

播種日は、加温型育苗が 12月 25日、無加温型育苗が

2 月 25 日である。発芽温度は、20℃以上に上げないよ

うに心がけている。 

品種は、CF千果を使用し、４寸鉢に移植する。 

(4) 施肥・追肥 
10ａあたりモグラ堆肥（32袋）、米ぬか（8袋）およ

びサンゴ要源、苦土炭カルは適宜施用するようにしてい

る。しかし最近は、pH が安定してきたので苦土炭カル

は施用していない。 

加温型苗では、お盆前に通路に 10ａあたりモグラ堆肥

７袋を追肥し、直後に灌水している。 

(5) 定植 
加温育苗では 2月 25日、無加温では 4月 25日に定植

する。条間は 1～1.5ｍ、株間は 36cm。 

定植時、植穴にアルム顆粒を入れている。マルチは赤

外線マルチ使用している。 

(6) 交配 
マルハナバチを利用。その際、寒冷紗の被覆が必要で

ある。 

(7) 栽培管理 
加温型苗も無加温型苗も 3段目の開花までは、トンネ

ル内で這わせる。その後支柱立てと誘引を実施する。 

加温型苗は、後半まで草勢を維持するために、9～10段

の花房は摘除する。 

モグラ堆肥（東海マルタ製） 

側枝を取りすぎない栽培管理 
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加温型苗、無加温型苗とも、7～8段目以降は根の活性のために、側枝を取りすぎないようにし

ている。とくに近年の暑さ対策として、側枝を活用して日焼け果を防ぐようにしている。 

(8) 誘引 
支柱の横桟（誘引のひもを縛る 19ミリの鉄管）を Uターンさせる形で行っている。タイミン

グが「大事！」で、遅れるとジャングルに、早すぎると茎が折れてしまい、散々な結果になる。 

(9) 灌水 
灌水は、定植直後は多頻度に行い（有機栽培では必須）、収穫中も絞り過ぎないようにして、

少量多灌水を心がけることが大切である。 

(10) 病害虫対策 

① 病気 

CF 千果にしてから葉カビはほとんど心配ない。秋口にうどんこ病が発生する場合があるが、

草勢維持のために追肥と通路灌水並びに葉面散布（アルム純 EX1000倍）する。土壌病害は今の

ところ出ていない。 

② 害虫 

当農園では、アブラムシ、スリップス、オンシツコナジラミが主に発生する。寒冷紗の利用に

よってある程度飛来を防げるが完全ではなく、粘着テープも併用している。しかし、最近は粘着

テープをしなくても虫による被害は少なくなってきている。 

(11) 収量 
2009年に比べ、10年から 12年までの収量は安定している（図 1）。 

 
図 1 収量の推移 

2009年以前は後半の草勢が維持できなかったため、収量が少なかった。2010年以降、収量が

アップした要因として、①葉かび抵抗性の品種の導入と有機環境の継続により根張りが良くなっ

たこと、②収穫終了期まで草勢が維持され、最後まで小粒化しなくなったこと、が考えられる。
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また、アブラムシやオンシツコナジラミの被害がほとんどなくなり製品率が上がったことも一因

と考えられる。 

(12) 販売 
有機 JAS認証を取得し、その販売先は、イオン、オイシックス、パルシステム、東都生協他で

ある。 

出荷体制は、佐伯農園で選別し、農協で分荷・輸送・代金決済を行う。株式会社マルタにて、

企画提案、生産管理報告、代金決済行い、各販売先との関係を強化している。 

出荷形態は、3kgバラ（2L~S）と 150ｇパック（2L～S）。キズ等の規格外は直売所に出荷す

る。 

希望単価は、3kgバラが kg あたり 700円、150ｇパックが１パック 120円である。 

4. 有機栽培をして思うこと 

有機栽培をして、良かった点は、 

① 連作をしても土壌病害が出ていない。持続した栽培が可能 

② どのような年でも収量・品質が安定（2010年は猛暑、2011年は春の不順、2012年は夏

が長いなど、年によって気象条件が大きく変化） 

③ 販売先との契約がしやすい 

④ 観光農園としても魅力がある 

大変な点は、 

① 雑草対策 

② 転換時に病害虫(葉カビ、アブラムシ） 

③ 使用資材の有機 JAS認証適合性評価 

④ 有機 JAS認証審査の際の書類管理 

である。 

農業経営は生産力と販売力によって成立する。生産力を高度に維持していく一つの手法として

有機農業は有効な手段と考えられる。作物に共生しながら作物の生育を促進したり、病害虫を抑

制したりするエンドファイトの機能も明らかになりつつある。有機農業の可能性についてはやっ

と大きな扉が開き始めたと感じている。 

農業者の立場としては、作物の地上部から地下部まで良く観察することがまずは大事であり、

生産の手法が適切かどうかを判断するには作物の生育状況がすべてを物語る。 

有機農業を始めるにあたっては転換期間中の収量低下や病害中被害のリスクをどう乗り越え

るかが課題であるが、あらかじめそれを織り込んだ経営計画を立てることが大事である。有機栽

培の多くの優良事例も整ってきたので、その事例に謙虚に学び、愚直に実践し、無駄な時間を費

やさないようにすることも大切と考える。ただ失敗には多くの気付きがあるので、失敗も無駄に

しないことが大事である。 
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5. 株式会社マルタの紹介 

1975 年、熊本県葦北郡田浦町にて設立。北海道から沖縄までの生産者のネットワーク組織で、

株主はすべて生産者である。 

株式会社マルタの組織概要は図 2のとおりである。理念として、持続可能な農業の推進、広義

の意味での有機農業の推進を掲げ、主に生産者への販売支援をしている。2012 年度の販売高は

65億円である。 

 

 

図 2 ㈱マルタの組織概要 
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佐賀県における 
大規模有機ミカン作の取り組み 

佐藤 睦 

佐藤農場株式会社 

1. 経営概要 

当農場の柑橘園地は、日本三大稲荷の一つ祐徳稲荷

神社のある鹿島市の有明海を見下ろす丘陵地に分布

する。1968年からミカン栽培を始め、1984年まで慣

行栽培であったが、「まずは生産者が健康で、消費者

に安全安心な農産物を食してもらう」ことを理念に

掲げ、年 12回の農薬散布を年 3回に減らした減農薬

栽培に移行し、さらに 1987 年から全圃場 5ha のう

ちの 3ha で無農薬、無化学肥料の取組を開始した。

2001 年に有機 JAS 認定制度の開始と同時に全柑橘

園 7.6haの認定を受けた。 

当時、ミカン価格低迷のため周辺で荒廃園が多く、

これらの園地 9haを借り受け（写真 1）、現在、柑橘

園は 22haと拡大し（温州 18.5ha、中晩柑（不知火、甘夏、清見、ハッサクなど）3.5ha）、全て

で有機栽培を行っている。 

労働力は夫婦 2人と 15名の雇用（うち 12名正社員）で、夫婦以外の平均年齢は 33歳と若い。 

栽培面積 22haのうち有機 JAS 認定園は 19ha、生産量は 24年産が約 250ｔ（青果 190ｔ、加

工 60ｔ）、販売額約 5,000万円（加工品を含む）である。一般には有機農産物であることが価格

に反映されない中で、毎年 200円/kg程度の単価で契約販売ができている。 

これまで有機農業の大規模化は困難とされてきたが、隔年交互結実方式による効率的な栽培方

法を確立すると共に、長年の努力で販路を拡大し、我が国最大規模の有機柑橘経営に発展してい

る。 

2. 温州ミカンの栽培概要 

園地は標高 60～350ｍ、傾斜 7～20度、日当たりは全園で良好である。品種構成は極早生 10.0ha、

早生 3.5ha、中生 2.0ha、普通 3.0ha で、栽植距離は 2.5m×2.5m が基本である。全収穫量の 7

割が青果向けで、病害虫被害による外観不良果の 3割は加工向けである。 

  

写真１ 園地再生で温州ミカンが復活 
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3. 栽植・整枝・剪定 

栽培の多い極早生品種は、安定して連年結実する特性があるので、水平以下の枝は全て切る方式

で対応している。これにより 3S未満の商品価値のない果実が結実する無駄な枝が剪除され、S以

上の果実が着果する枝に重点的に肥料養分を集中でき、施肥量を慣行栽培の 1/3～1/5まで少なく

している。 

一方、早生、中生の品種は隔年結果しやすく、収量の年次間差が大きいので、2009年から園地

の隔年交互結実方式を導入した。この栽培法では果実の大部分が 2S～M に揃うので、摘果が不

要である。さらに果実糖度が連年結実栽培に比べ 1～2 度も高まり、また果実外観がきれいにな

るなど多くのメリットがある。この技術により大規模化が可能になった。また、園地の隔年交互

結実栽培では、遊休年には親指大の枝を全て剪除するので除葉率は 70～80%にも達するが、これ

により枯枝が全て剪除され、次の結実年には黒点病被害が大幅に低下する。さらに、そうか病の

罹病葉梢、カイガラムシ寄生の枝や葉梢、ミカンハダニが寄生した葉の大部分が剪除され、これ

ら病害虫による被害が激減することも、この栽培法の特徴である。 

4. 土づくり・施肥対策 

イネ科のフルーツグラスの草生栽培を全園で行い、その

根による土壌物理性の改善を図ると共に、年に 2 回の草

刈りを行って腐植の供給源にしている。 

苗木に対しては、400 kg/10a の山土を樹冠下に半径

20cm、厚さ 20cmになるように客土している（長崎県諫

早市より多孔質玄武岩系安山岩を年間約 60ｔ、4,000円/

ｔで購入）。成木に対しても幹の周りの土壌が流亡してい

るような場合には、同様の客土を行う。これによってミネ

ラルが補給され、表層の土壌流亡対策にもなっている。苗

木に対する客土は最低 5年間は継続している（写真 2）。

これらの取組により、土壌中に保水能の高い有機物の層

が形成され、降雨の多少に左右されない高品質果実の生

産ができ、また細根量が増加するので、慣行栽培で問題に

なっている日焼け果の発生が少ない。また、法面ではチガ

ヤを伸び放題にしており、それを刈り取って株元に敷い

ている。 

施肥は養鶏専門農協の発酵鶏糞堆肥（窒素成分 2.4%）

を春肥（2～4月）として、1回当たり 1ｔ/10aを施して

いる。数年前から草生栽培による緑肥効果と発酵鶏糞堆

肥の施用で地力窒素が高まったため（葉色で判断）、これ
写真2 株元への客土によるミネラ
ル補給（上）と敷きワラによる有機
物施用（下） 
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らの施用は年によっては行わず、替わりにコンブ溶液 2,000 ㍑/10a 及びカツオエキス 2,000 ㍑

/10aを 2～5 月にそれぞれ 1回土壌に施用している。また、多孔質玄武岩系安山岩を通してミネ

ラルが豊富になった井戸水を 4～10月にかけて毎月 1回、平均 300㍑/10aを葉面散布している。

隔年交互結実の遊休年でも、結実年の場合ほどではないが、それぞれの樹の状態に応じた施肥を

行う。これらの経費は総額で 8,000円/10a程度である。 

他に有機物の補給として、地域の農家から稲わら、麦わらを購入し、200kg/10a程を施用してい

る。 

5. 結実・果実管理・隔年結果対策極 

早生品種は連年結実させ、早生・中生・普通品種は園地毎の隔年結実栽培である。おいしくて消

費者に好まれる Sサイズのミカンを作ることを目指した結実管理をしており、摘果が不要なので

大部分が 3S～Mサイズにおさまっている。 

6. 圃場・雑草管理対策 

全園でフルーツグラスの種子を 11月に播種し、草生栽培をしているが、草を大事にし、なるべ

く刈らないことを基本としている（写真 3）。春先には 20cm 程度の高さになり、その後どんど

ん伸びてくるが、4～6月はそのまま伸び放題の状態にし、棒で倒していくだけにし、これにより

夏草が生えにくくなる。8 月下旬に第 1 回目の草刈を行い、うまくいけばその後は草刈りをしな

い。以前は年 5～6回の草刈りが必要だったが、今は草を利用した抑草対策がうまくいき、多くて

も 3回で済ませている。 

 
 
 
 
 
 
 
 

7. 病害虫対策 

ミカン園の中に桜、カリン、ビワ、ヤマモモ、ツバキ、トチノキを混植し、生態系の多様化を図

っている。この結果、園内にはコガネムシ目 27科、カメムシ目 18科、多くのクモ類等が確認さ

れており、特にテントウムシやクモ類等の天敵が多く生息している。このため、害虫が多発する

ことは少ないが、ゴマダラカミキリムシは見つけ次第補殺し（10a を 1 日で回るのに 2 人は必

要）、カイガラムシも寄生している枝を見つけ次第年間を通して剪除している。ミカンハダニは

写真 3 フルーツグラスの草生栽培 写真 4 地葉面に有機物の層が形成される 
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天敵が多いため、過去 25年間ほとんど発生したことがなく、マシン油乳剤の散布は不要である。

果実に寄生したカイガラムシ類は選果時に手で取り除いている。カイガラムシは未熟な堆肥を施

すと発生が多くなるようである。ミカンサビダニはとても小さいので見つけにくく、毎年どこか

の園で発生し問題になるが、ひどいわけではない。 

カメムシ対策としてニームを散布している。竹酢とニームを混ぜることで忌避効果が高まるの

ではないかとみている。カメムシには園内の 1～3 本に集中して加害させ、その他の樹への加害

を少なくしている。10月以降の果実成熟期に加害するカメムシ類の対策として、除草しないで雑

草にカメムシ類を定着させておくことが最も効果的だとみている。なお、これらのカメムシに対

するニーム液散布の効果は低い。一方、草生栽培のためカタツムリ類の発生が多く、収穫期に果

実を食害するので困っている。特に被害が激しい園は 2カ所なので、これらの園地に限って除草

の回数を多くしている。 

黒点病対策は伝染源である枯枝の除去を年間を通じ徹底している。時間と暇があれば枯枝を落

としているという感じである。そうか病とかいよう病は、窒素過多にならない施肥管理で対処し、

罹病葉梢の剪除を徹底している。また灰色かび病対策として、ミネラルの葉面散布の際に花弁を

水圧で落とすと共に、枝を揺すり花弁除去を徹底している。収穫後問題になる果実腐敗対策は、

果実の傷が原因なので収穫時や選果時の果実の丁寧な取扱いを徹底している。 

以上の対策で、量販店での販売時に外観の悪さについてクレームがつくことはない。なお、日焼

け果対策としてミネラル水散布時に、にがりを 10,000 倍になるように加用しており、日焼け果

の発生は周辺の慣行栽培園に比べ極端に少ない。 

8. 流通加工・販売状況 

全収穫量の 7 割が青果向け、病害虫被害による外

観不良果の 3割は加工向けである。生食用ミカンの

販売先は有機食品店が 7割、宅配 2割、直売 1割で

ある。なお、光センサー選果機を使い糖度 15度以上

を「昭和みかん」、13度以上を「特上みかん」と銘

打ったギフト商材として選別販売している（写真

5）。 

消費者ニーズに対応し、有機栽培ミカンの加工品を

商品化しており、自社加工場が 2012 年 1 月に稼働

している。温州ミカンストレートジュースを1本200

円/180mlで年間 35,000本程販売したり、夏季限定商材として 7～8月に「シャーベットみかん」

を販売しているほか、飲むみかん酢＆青みかん酢を開発・販売している。これら加工品はアトピ

ー性皮膚炎治療施設でも購入され、口コミで広がり化学物質過敏症の方も顧客になっている（写

真 6）。 

写真 5 非破壊糖酸度測定器による選別 
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2010年には第 16回環境保全型農業推進コンクールで大賞の農林水産大臣賞を、2011年には第

8 回野菜ソムリエサミットみかん購入評価部門で大賞を受賞し、このことも販売の追い風になっ

ている。このような営業努力や加工品の販売により顧客を獲得し、有機栽培が理解されることで

「さとうのみかん」ブランドが確立し、青果の価格は取組を始めた頃の 2.5 倍の価格 200 円/kg

で契約販売ができるようになっている。 

  

(本文は、2013年 3月発行『有機栽培技術の手引〔果樹・茶編〕』（一般財団法人日本土壌協会）

143～146ページに掲載されたものに加筆したものである) 

 

  

写真 6 ジュース、マーマレード加工品 
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現場で利用できる 
有機農業技術の研究開発
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植物共生微生物の群集構造解析による 
有機栽培作物の微生物特性の解明 

池田 成志 

（独）農研機構 北海道農業研究センター 

緒言 

共生（Symbiosis）とは、広義には「利害関係に関係なく、複数種の生物が同所的に関係している

状態」と定義され、狭義には「2 種の生物間で相利共生的関係にある状態」と定義される。ここ

では、病原微生物による寄生も共生の一部であるとした Anton De Bary に従い、広義の共生とい

う立場で議論させてもらいたい（Wilkinson, 2001）。植物共生科学は植物と共生微生物（群）の相

互作用の解明を目的とする基礎科学であるが、当該分野の近年の進歩は著しく、それらの成果は

従来の農業研究の概念や方法論等に大きな影響を与え、植物（農産物）を中心に考えられてきた

農業の技術開発や研究のスタイルを今後大きく変える可能性がある。 

本稿では、始めに農業分野における有用微生物研究の経緯と現状、植物共生の生態学的意義に

ついて簡単に解説する。続いて当該研究分野における最近のトピックスと、それらの新知見から

の従来の農業技術の再考と今後の新たな農業技術の展開等の可能性について私見を紹介したい。

次に、微生物群集生態学と共生微生物の群集構造解析の重要性について筆者の研究結果も交えて

説明する。最後に現在の共生微生物研究の問題点と共生科学的視点からの有機栽培を含めた農業

生産における研究や技術開発についての今後の展望を私見として示したい。 

有用微生物研究の経緯と現状 

植物生育促進や病害防除等の有用機能を持つ微生物の探索・分離は実験的には比較的容易に行

われ得る。したがって、初期の農業微生物研究では、それら有用微生物の圃場への定着や有用機

能の発現を期待した農業資材の投入等による土壌微生物相の改変等に重点を置いた研究が多くな

された。例えば、耕作土壌層へのキチンの投入によりキチン分解性微生物を増殖し、キチンを細

胞壁に持つ土壌病原微生物を防除しようとするような試験が多数試みられた（Rodriguez-Kabana 

and Morgan-Jones, 1987）。このような研究は実験室や温室レベルでは有用効果が確認される場合

もあったが、圃場レベルで必要とされる有用微生物の接種源や資材の投入量・コスト等の負担が

大きいこと、効果が不安定なこと等の理由から殆どの研究は実用化が困難であった。次に、土壌

中での有用微生物の安定的な環境として根圏が注目され、根圏微生物群の中からの有用微生物の

選抜が多数試みられた（Bloemberg and Lugtenberg, 2001）。残念ながら、これらの研究においても

圃場レベルで安定的に利用可能な微生物資材や微生物農薬等の研究開発は困難であった。 

-63-



 

 

一方、近年の環境微生物学の技術的進展とともに農耕地を含む多くの環境中には無数の微生物

群が存在していることが明らかにされ、有用微生物の農業利用が難しい原因として有用微生物と

環境中の微生物群との間の生態的な競合が注目された。このような背景から、無数の環境微生物

との競合を避けて有用微生物の植物への確実な定着と機能発現が期待される微生物群として、植

物組織内に内生するエンドファイトの利用に注目が集まった（Rosenblueth and Martínez-Romero, 

2006）。このように、長い研究の歴史の中から根圏やエンドファイトのような共生微生物の重要

性がクローズアップされ、それら有用微生物の機能が農業生産性に大きな影響を与え得ることが

多くの基礎科学的研究において示唆されている。 

上記のような有用微生物群の研究は、従来の化学肥料や化学農薬の多投入による資源浪費型農

業から持続的農業生産に移行するための次世代農業生産技術の創出にもつながるとも期待される。

微生物に対しては生産者から研究者まで多くの農業関係者の期待は大変大きいものがあり、膨大

な基礎科学的知見の蓄積もある。しかし残念ながら、農業現場での有用微生物（機能）の利用は

遅々としているのが現状である。今日に至っても農業現場での有用微生物（機能）の活用例は少

なく、実用化されているものについても化学農薬や化学肥料と比べて有用効果が不安定なことが

多い。 

植物共生の生態学的意義 

現代微生物学では、乳酸菌等のヒト共生細菌が栄養分の吸収促進や生理活性物質の生産、様々

な病気の発生の抑制等を通してヒトの健康維持に重要であることは既に広く知られている。アメ

リカでは Human Microbiome Project（HMP）と呼ばれるヒトに共生する微生物相の全容解明が国

家プロジェクトとして進められ（http://commonfund.nih.gov/hmp/）ている。これまでに 600種以上

のヒト共生細菌のゲノム解析や 7000万配列以上の 16SrRNA遺伝子の解析、それらに対応するメ

タゲノム解析等が進められ、これらのデータ解析からヒトや動物の健康維持における共生微生物

の重要性の詳細が解明されつつある（Proctor, 2011）。一方、植物共生微生物については、後述す

るような技術的な問題もあり HMP のような網羅的な研究は非常に遅れているが、共生微生物に

関する重要性自体は植物科学においても広く認識され、主として農業利用を目的とした微生物資

材や微生物農薬等の研究として長い歴史がある。 

植物における共生微生物の存在意義を大きく要約すると以下の 3点になる。1番目は、土壌から

の養分吸収のための共生微生物の重要性である。数億年前に植物が水域から離れて乾燥した陸地

に進出した時点では、植物が利用しやすい形の土壌は地球上には無かったと考えられており、陸

生植物が土壌から養分を吸収するためには微生物との共生が必須だったと思われる（Redecker et 

al., 2000）。2番目は、植物を健康にする機能である。共生微生物は酵素や植物ホルモン等の生理

活性物質の生産を行い、植物の代謝制御を通した生育促進や物理・化学的な各種ストレスの緩和

等の有用機能を持っている（Kim et al., 2011）。3番目は、植物の病害を防除・軽減する機能であ

る（染谷 and 阿久津, 2005）。このように多様な微生物との共生は宿主生物に機能的多様性を付
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与することになる。したがって、HMPで試みられているように、共生系に関与する微生物群の系

統的・機能的な多様性の解明は共生科学の基盤的情報として非常に重要であると考えられ、植物

共生系においても「Plant Microbiome Project」のような研究を今後展開する必要がある。特に、化

学肥料や化学農薬に依存しない有機農業においては、圃場に存在する有用微生物群の機能が養分

吸収や病害防除において重要な役割を果たしているであろうと予想され、植物共生は有機農業の

科学的解明において最も重要な部分の 1つであると思われる。 

有用微生物の機能解析 

有用微生物群がもつ植物生育促進や病害防除等の有用機能については詳しく調べられている

（Şahin et al., 2005）。特に、植物生育促進細菌（Plant growth-promoting bacteria, PGPB）は機能解

析や植物との相互作用の解析が実験的に容易であることから、非常に詳しく調べられている。主

要な有用機能としては、窒素固定能、難溶性リン酸溶解能、シデロフォア生産能、インドール酢

酸（indole-3-acetic acid（IAA））生産能、1-aminocyclopropane- 1-carboxylate（ACC）deaminase生

産能、そして病原微生物への拮抗能等（Quecine et al., 2012）がある。窒素固定能、難溶性リン酸

溶解能そしてシデロフォア生産能は、植物の窒素、リン酸そして鉄の養分吸収促進にそれぞれ関

わる機能である。IAA生産能と ACC deaminase酵素生産能は、植物ホルモンを制御し、植物の健

康維持に関わる機能である。植物ホルモン IAAには、植物生育促進作用がある。植物が生産する

エチレンは、ストレス条件下で植物の生長を抑制するが、微生物の生産する ACC deaminase酵素

は、植物のエチレン合成を阻害することにより植物生育促進作用を持つ。これらに加えて、近年

の研究から、根圏のベータプロテオバクテリアに属する PGPB 群、特に Variovorax 属等の

Comamonadaceae 科に属する細菌群が根圏において有機態の硫黄化合物からの脱スルホン化を促

進し、植物への硫黄吸収に非常に重要な役割を持つことが明らかにされている（Kertesz and 

Fellows, 2007）。上述したような特定の有用機能に注目した有用微生物の選抜等の研究も数多く

行われているが、このような選抜を得た有用微生物が必ずしも実用性が高いという保証もないの

が現状である。例えば、IAA生産能は多くの有用微生物の植物生育促進効果において重要だと考

えられているが、IAA生産量と生育促進効果の間に直線的な関係性は認められず、単純に IAA生

産量が生育促進微生物の選抜のための指標にはならない。これは、植物生育促進微生物は上述の

主要な有用機能を複数持つ場合が多く（Quecine et al., 2012）、植物生育促進効果の原因を一つに

絞ることが難しいことに起因しているのかもしれない。また、植物への感染後、有用微生物の持

つ機能がどのような場所と時期に発現するのかというような情報も重要であるように思われるが、

このような視点からの研究報告は大変少ない。 

一方、細菌であれば比較的容易にゲノムが決定できる時代になり、このようなゲノム解析によ

り植物生育促進に関わる既知の遺伝子（窒素固定や植物ホルモン合成など）の網羅的解析などが

大変容易に行えるようになった。ただし、今までに知られていない未知の生育促進因子を発見す

ることはゲノム解析でも意外と難しい（Okubo, et al., 2012）。たとえば、生育促進効果を持つ菌
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と持たない近縁株のゲノムの遺伝子レパートリーを比べれば、数百個の生育促進に関わる可能性

がある遺伝子の候補リストがえられるが、これらの中から生育促進効果に本当に重要な遺伝子を

特定することは大変手間のかかる作業である。より本質的な理由としては、大部分の環境微生物

が難培養性であるということが微生物学の常識となりつつある状況の中で、分離培養された微生

物（群）が本当に研究する価値があるのかという大きな疑問も存在する。限られた予算、時間、

労力等の制限要因を考えると、農学的に重要と思われる菌株の選抜やゲノム解析後の情報抽出が

容易な実験デザインの工夫等が必要であろう。 

植物共生分野の細菌ゲノム解析による重要な発見の 1 つは、主に根圏等に生息する植物共生細

菌がフィトクロム等の光受容体を持っていたことであろう（Davis et al., 1999）。このような事実

は、根圏に共生する細菌群にとっての光環境の重要性を示唆しているように思われる。根圏の光

環境という視点を考えると、植物の茎が光ファイバーになっており、葉で受けた近赤外領域の光

が根端まで伝わっているという事実が大変大きな生態学的重要性を持つように思われる。即ち、

共生微生物や土壌微生物と植物との相互作用における光環境は地上部のみならず、根圏のような

地下部においても重要なのではないかというような推察も可能である。さらに言えば、波長の長

い光ほど物質への透過力があるため、土壌中にも光の世界が存在すると考えるべきである。

（Rottwinkel et al., 2010）。海洋微生物が光を利用して海面からの水深を測定して海中を移動して

いるように、波長の比較的長い光を感受できる土壌中の（微）生物群は光受容体を使って地表か

らの深度も認識しているというような可能性も考えられる。土壌中の光環境というものを想定す

れば、不耕起は地表を有機物で覆い土壌への光を遮蔽する栽培法というような見方も可能なよう

に思われる。このようにゲノム解析は根圏微生物と光環境というような、既知の知識からのボト

ムアップ型研究では到達し難い概念へのブレークスルーをもたらす可能性がある。今後の共生微

生物のゲノム解析（25）や、難培養性微生物も含めた植物共生系のメタゲノム解析により植物共

生系の系統的かつ機能的多様性の解明が大きく進むと期待される。 

有用微生物の探索・選抜 

これまでの研究において、糸状菌類では Tricoderima 属や菌根菌類、細菌類では Bacillus 属、

Pseudomonas属、Streptomyces属等、多数の有用微生物が知られている（Berg, 2009）。これらの

既知の有用微生物群は基礎研究的には植物の生育促進や病害防除等の効果が確認されている。し

かしながら、実際の農業現場でこれらの有用微生物の機能を発現させることは容易ではない。考

えられる大きな原因の 1つとしては従来の研究においては、そもそも研究対象としてきた微生物

群が実際の農業現場には生態的に適していない菌群だった可能性がある。筆者らのグループによ

り調査したところ、2009年以降で報告されている PGPBの分離論文では有用微生物のほとんどが

Pseudomonas 属や Bacillus 属等の既知の有用微生物群であり、属レベル以上で新規な PGPB の報

告例は殆どなかった。一方、それらとは対照的に、筆者らが最近検討したテンサイからの有用共

生細菌の探索研究では、従来の研究にはあまり使われていなかった低栄養性の培地を利用して数
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百株をランダムに分離し、系統情報を持つ 16S rRNA 遺伝子配列を決定して、配列データを種レ

ベルでクラスタリングして約 50個の OTU（Operational Taxonomic Unit）を選抜し、各 OTUを代

表する菌株について接種試験を行った。その結果、科レベルでの新規の菌群を含む多数の有用微

生物を比較的容易に特定することに成功している。 

非常に高い効率で新規の生育促進微生物の分離に成功した理由としては、多様な菌群の培養を

可能にする低栄養培地の利用や、遺伝子配列情報を活用した効率的なスクリーニング等の工夫に

よると筆者は考えている。特に、労力やコストを大幅に低減することにより、遺伝子配列情報を

活用した数千菌株レベルの大規模スクリーニングも比較的容易に個人レベルで実施可能な実験の

ストリームラインを構築できたことが実験科学的には大変重要である。従来の同様な研究例では、

多くても数百菌株程度の分離微生物数であり、それらからの菌株の選抜も客観的な基準はなく、

網羅的でもなかった。興味深いことに、上記で得られた菌群には窒素固定、硫黄代謝、C1化合物

代謝等の物質代謝に関係の深い菌群や、多様な化合物について高い代謝能を持つアルファ綱とベ

ータ綱に属するプロテオバクテリアが多数分離された。テンサイはバイオマスが非常に大きくな

るエネルギー作物であり、我々の実験結果は微生物による物質循環の促進が高いバイオマス生産

を支えていることを示唆しているのかもしれない。また、以上のような結果は、植物共生系には

これまで研究対象とされていない未知の有用微生物が多数存在している可能性を示しており、有

用微生物についての探索や選抜手順の見直し、系統的・機能的多様性評価についての再検討等の

余地は大きいように思われる。 

植物の有用微生物制御系 

近年の植物共生科学研究の中で最も特筆すべき発見は、マメ科植物は病原微生物を認識する場

合とは異なる特別な情報伝達システムを使って有用微生物群と相互作用していることが報告され

たことである。しかも、この有用微生物制御系は細菌と糸状菌という生物学的に全く異なる 2種

類の有用微生物群の共生を同一のシステムで制御することや（Oka-Kira and Kawaguchi, 2006）、

地上部と地下部の間での情報伝達を通して地上部組織（おそらく葉組織）が地下の根における有

用微生物の感染を制御していること等も明らかにされた。さらに、この有用微生物制御系の非常

に重要な特徴は、植物による土壌の窒素濃度のセンシング系とリンクしていることである。即ち、

例えば過剰施肥などにより植物が一定濃度以上の土壌窒素を感知すると、当該情報が上述の微生

物制御系の途中から入力され、有用微生物の感染が抑制されることになる。少なくとも菌根共生

する非マメ科作物は上述の有用微生物制御系に関与する遺伝子群を有しており（Gutjahr et al., 

2008）、同様の有用微生物制御系が幅広い植物種に存在することが推察される。これらの知見か

ら、圃場に施用する肥料や堆肥等の農業資材は根圏等の微生物に直接的に大きな影響を及ぼすだ

けでなく、上述のような植物による土壌中の肥料濃度のセンシング系を通して共生微生物にも強

い影響を与えること、さらに、それらの影響は根圏などの地下組織だけではなく、葉や茎、果実

等の地上部組織の共生系全体にも大きな影響を与え得ることが推察された。実際に、筆者らも後
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述するように窒素の過剰施肥により植物の全組織に共生する微生物の多様性が劇的に変化するこ

とを確認している。以上から、共生微生物だけではなく植物と病原微生物との相互作用も影響を

受ける可能性があることは容易に想像され、化学農薬を使わない有機農業のような生産現場にお

いては有用微生物との共生を促進し、植物自体の病害への抵抗性を高めるためには低投入を基本

にした土づくりが重要なことを示しているように思われる。 

農業微生物研究における光環境の重要性 

根粒菌の感染を制御する物質として光質が重要であることが報告され（Suzuki et al., 2011）、共

生系と光環境のリンクが明らかになった。即ち、根粒菌の感染は植物がフィイトクロム Bを通し

て受容する光の R/FR（赤色/遠赤色）比が高いとジャスモン酸の生合成系の活性化を通して根粒

菌の感染が促進される。逆に R/FR 比が低いとジャスモン酸の生合成系が止まって根粒菌の感染

が阻害され、同時に避陰反応（徒長反応）が活性化され、植物の細胞分裂や細胞伸長に関与する

各種植物ホルモンが生合成される。結果として R/FR 比の高い光を求めて植物が徒長する。光量

ではなく、光質が共生系を制御するための情報として重要であることが明らかとなったのである。

R/FR 比は重要な環境情報としフィトクロム B を通して植物体内の多様な生理反応とリンクして

いることが知られており、重要なものだけでも病害虫抵抗反応や植物体内の物質循環制御等に影

響することが分かっている。 

上述のようなシステムの中で農学的に重要な点は、R/FR比により制御を受けるジャスモン酸の

生合成系は植物の生育促進効果を有する多くの他の植物ホルモン（ジベレリン・サイトカイニン・

オーキシン等）の生合成系と拮抗するということである。これらの事実は、植物科学的には、病

虫害抵抗性の強化とバイオマスの増加の 2つを同時に大きく進めることが難しいことを示唆して

おり、このような二者択一的な植物の生理反応は「植物のジレンマ」と言われている（Ballaré, 2010）。 

大変興味深いことに、多くの共生微生物はサイトカイニンやオーキシン等の植物に対して生育

促進効果のある植物ホルモンを生合成する能力を持っている。即ち、植物自身はそれらのホルモ

ンを合成できない光条件であっても共生微生物から植物ホルモンを受け取ることは可能である。

さらに、最近の研究から生育促進効果だけなく、共生微生物の感染により植物の病害抵抗性が誘

導・強化されることも多数報告されている（Kim et al., 2011）。これらの知見をまとめると、植物

は有用微生物との共生を通してバイオマスの増加と病害虫抵抗性の強化の両立を可能にし得る。

このような推察は、「なぜ、微生物が高いコストを払って植物ホルモンの生合成を行うのか」と

いう謎に対する一つの生態学的あるいは進化生物学的な意義付けとなり得るように思われる。ま

た、R/FR比の高い光には、植物体内の炭素や窒素の物質循環パターンに影響して、果菜類のよう

な農産物の糖分や窒素分等の品質に影響を与えることも報告されており（秋草ら, 2007）、R/FR

比を通した農業環境の制御は多面的な有用効果が期待される重要な農業の「ツボ」の 1つのよう

に思われる。また、上述のような知見は、農業現場において植物や微生物の有用機能を十分に引

き出すためには現在の慣行栽培ではあまり注意を払われていない畝の方向や株間の距離等につい

-68-



 

 

ても丁寧に検討して適正な光環境を確保する必要があることを示唆している。実際に、関東地域

の有機稲作では慣行栽培よりも株間を広く取る疎植が栽培技術として定着しており、イネや共生

微生物が持つ有用機能を上手に活用していると思われる。 

植物共生微生物の群集構造解析 

植物組織には根粒菌や菌根菌のような有名な有用微生物だけが共生するのではなく、植物組織

にはエピファイト（植物の表面に生息する微生物）やエンドファイト（植物の内部に生息する微

生物）と呼ばれる多様な微生物群が生息する。これらの共生微生物群の一部は植物の生育促進や

病害防除のための有用微生物として長年にわたり行われてきた。しかしながら、現在の環境微生

物学的な知見から考えると、無数の微生物群が生息している農業環境の中から生態的あるいは農

学的に重要な微生物群だけが従来の研究において選抜され、解析されてきたという保証はない。

現実的に考えるならば、多様な微生物群が生息する農業環境中から農作物の栽培に都合の良い有

用微生物だけが古典的な分離培養法で運よく選抜できていた、と考えることはあまりにも楽天的

すぎるであろう。土壌・気象条件の多様性、植物種の多様性、栽培法等がどのように微生物の多

様性に及ぼすのか等の基盤的情報が全くない中で、農業生産に都合の良い有用微生物の探索や選

抜、効果的な利用を検討することは大変無謀なことのように思われる。即ち、農業微生物研究の

前提として、まず農耕地生態系の微生物群に関する生態学的研究、特に多様な環境条件下におけ

る群集レベルでの系統的・機能的多様性を調べることが最重要であるように思われる。中でも、

共生系は植物の生育促進や病害防除等の農業の生産性に直結する有用効果を持つ微生物群を多く

含む可能性が高いと思われるため、主要な作物における共生微生物群集の網羅的解明が急がれる

（Ikeda et al., 2010）。 

上記のような背景の中、筆者のグループは植物組織からの細菌細胞濃縮法を開発し、この手法

の活用により植物共生系について微生物群集レベルでの多様性解析や動態解析、さらに機能性解

明を加速させ得るメタゲノム解析を技術的に可能とした（Ikeda et al., 2009）。このような手法を

活用して共生微生物の植物種や植物組織に対する特異性、各種栽培環境における定着性を評価す

ることが可能となり、有用微生物の効率的な探索や選抜、効果的な利用法の開発等が進むと期待

される。 

実際に、細菌濃縮法を利用してダイズの共生細菌群集への窒素施肥の影響評価を行った結果、

予想通り過剰施肥は地下部だけではなく、葉や茎などの地上部組織の共生微生物相全体にも大き

な影響を与えることが明らかとなった（Ikeda et al., 2010）。特に、植物への生育促進効果や病害

防除効果を持つことが知られている、Methylobacterium属や Sphingomonas属等のアルファプロテ

オバクテリアが窒素施肥に反応して大きく減少していた。これらの結果は、根粒菌や菌根菌の感

染を制御するための有用微生物制御系が、過剰施肥条件下で根粒菌だけでなく植物の地上部組織

に共生している他のアルファプロテオバクテリアにも大きな影響を与えていることを示唆してい

るように思われる。このような共生系の多様性の大きな変化が過剰施肥による病害の助長の一因
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となっている可能性も考えられる。一方、上述の窒素過剰施肥のダイズとは対照的に、低窒素条

件や有機栽培条件の共生微生物相の解析においては、アルファプロテオバクテリア、特に系統的

に根粒菌群として知られている Rhizobium 属等のグループが慣行栽培よりも有機栽培作物におい

て優占化する傾向が幾つかの作物において観察された。根粒菌の仲間の多くはイネのような幅広

い非マメ科作物に対する生育促進効果を持つことが知られており、適切な栽培条件を構築すれば、

それらの有用微生物群の割合を増加させることも可能ではないかと考えられる。これらの知見を

活用すれば、土壌の低栄養状態もしくは有機物を主体とした土壌管理に適応した植物共生微生物

群というものが特定できる可能性もある。 

以上のように、肥料や農業資材の圃場への投与は作物の地下部組織だけでなく、地上部組織の

微生物相にも大きな影響を与えることから、群集構造解析を通した施肥管理等の地上部の病害や

農産物の貯蔵性等の品質への共生微生物の影響評価は今後の研究における重要な視点だと考えら

れる。共生微生物の多様性が植物への養分吸収や病原微生物の感染に大きな影響を与えることは

想像に難くない。有機農業のような低投入性や持続性を指向する農業生産では、目には見えない

微生物を意識して、上述してきたような光や肥料等の栽培管理を行い、作物の生育にプラスにな

る共生微生物相の形成を促進することが重要なように思われる。 

減肥・減農薬だけではない共生微生物の重要性 

微生物は多様な化学成分に対する高い代謝能力を持つことから、農産物や加工食品の原材料に

含まれる共生微生物が食品の風味や食味等にも多大な影響を与えることがあっても不思議ではな

い。実際に、共生微生物が農産物の重要な風味の形成に関わっているという研究報告例も多い。

直感的な例としては、ワイン等の発酵食品の場合は材料に含まれている共生微生物が品質に直接

的な影響を与える場合等が考えられる。実際に、幾つかのワインの芳香成分は共生微生物に由来

しており、分離培養された共生微生物が試験管中でワインの香りを生産することが報告されてい

る（Verginer et al., 2010）。ダイズにおいて過剰な窒素施肥に敏感に反応した Methylobacterium属

細菌についても、イチゴの重要な芳香成分の生合成系に関与していることが報告されている

（Zabetakis, 1997）。一方、これらの有用共生微生物群とは逆に、収穫後の農産物の病害や腐敗、

悪臭や加工食品の変質の原因となる有害な多くの共生微生物群の存在も食品微生物分野では良く

知られている事実である（Lopez-Velasco et al., 2011）。圃場での栽培管理が共生微生物の影響を

通して収穫後の農産物の貯蔵性や品質に大きな影響を与える可能があることから、栽培現場だけ

ではなく収穫後のフードチェーン等を含めた一次産業全体を意識した栽培管理技術の再考をする

ことが有益であるように思われる。パスツールにより証明されたように一般的な腐敗現象は微生

物が原因であるので、適切に栽培された有機農産物が腐敗し難いというような現象は共生微生物

相の多様性や有用機能の解明から容易に説明できる可能がある。 
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栽培管理による共生微生物制御 

化石燃料の枯渇や地球温暖化、環境汚染等の諸問題から、微生物資材や微生物農薬が減肥料・減

農薬を可能にする持続的農業生産技術として期待されている。これら有用微生物群の殆どは実験

室などの制御環境下で植物に接種すると有用効果を示すものの、圃場などの農業現場では効果の

発現が大変不安定であることが多く、有用微生物発見の研究報告は多いものの、それら有用微生

物の農業現場での利用は殆どない。このような微生物資材や微生物農薬の効果の不安定性の要因

は、これまで不明であった。しかしながら、本稿で紹介したような施肥や光等の環境条件と共生

微生物相との関係を慎重に検討することにより、圃場等の実際の農業現場においても有用微生物

の効果的な利用が今後は期待できるかもしれない。筆者は、上述のような植物の有用微生物制御

系と共存できるような栽培技術が、共生微生物の有用機能と施肥等の両方の効果を相加的あるい

は相乗的に生かせる次世代型の持続的農業生産システムの構築につながると考えている。即ち、

農業環境に存在する（微）生物資源の有用機能の恩恵を環境サービスとして受けることにより、

農産物の収量や品質を犠牲にすることなく、合理的な減農薬や減化学肥料を進めることが可能に

なるかもしれないと考えている。複雑な生態系の影響を強く受ける（有機）農業の特性解明や、

持続的農業生産技術を科学的に発展させていくためには、植物病理学、土壌微生物学、植物栄養

学、肥料科学、光生物学等の幅広い分野にわたる学際的研究が必要だと思われる。 

フェノミクス研究 

上述のような多様な環境因子による栽培試験への撹乱の影響は農業微生物研究だけの問題では

なく、通常の農薬、肥料、育種等のための農学研究分野全体にわたる栽培試験においても圃場で

の植物表現型を如何に評価するかが長年の大きな問題になっている。植物遺伝育種学分野では植

物の表現型は植物ゲノムに由来するいわゆる遺伝効果と栽培環境に由来する環境効果の 2つの要

因により規定されている。このような事実は概念的には昔からある教科書レベルの話であるが、

これら 2つの効果の中身について科学的解明が進み始めたのはごく最近になってからである。植

物の遺伝効果については遺伝育種研究等で多数の総説等が発表されているのでそれらを参照して

戴きたい。本稿では共生微生物にも大きな影響を与える環境効果の分析に関する研究の状況を少

し紹介しておきたい。 

環境効果は物理的、化学的、生物的に多様な環境因子からなり（図 1）、要因自体が植物ゲノム

のように単一ではないことから、ごく最近まで遺伝効果で説明のつかない表現型の変動は一括し

て未知の環境効果として処理され、ブラックボックス扱いされることが多かった。これは、環境

効果には多様な因子が関係しており、それらについて栽培期間を通して経時的かつ網羅的にデー

タ収集することが非常に困難であったからである。しかしながら、このような状況は生物の表現

型を自動的・総合的に評価することを目的とする Phenomics と呼ばれる研究分野の進展により大

きく変わろうとしている。Plant Phenomicsの分野では、実験室や温室内での表現型の自動測定、
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野外環境における物理・化学環境データの自動収集などの技術開発が急速に進められ、表現型に

対する環境効果の具体的な中身の解明が可能となりつつある（Houle, et al., 2010）。特に、農研機

構の平藤雅之氏らのグループが開発したフィールドサーバーによる圃場での多様な物理的・化学

的環境の測定の自動化は、「圃場のバラツキ」をより定量的に評価し、従来は困難であった圃場

試験の結果に対する環境効果の適切な評価を大幅に容易にする可能性がある（Lee et al., 2010）。

さらに、このような環境情報を蓄積することにより、作物や有用微生物の機能を最大限に引き出

すための物理的・化学的環境条件の解明も可能になるだろうと思われる。このような技術を微生

物分析技術と組み合わせて利用することにより、現状では大変困難な慣行栽培と有機栽培という

ような栽培法が大きく異なる農法の間の比較解析もある程度容易になる可能性がある。植物フェ

ノミクスは今までにない概念や技術革新により、植物科学のみならず、共生科学、食品科学、食

品微生物学、環境科学等の幅広い研究分野に今後大きな影響を与えることが予想される注目すべ

き研究分野の 1つであるように思われる。 

 

 

図 1．農業研究の複雑性を示す概念図 

 

植物共生微生物研究の問題点 

本稿で紹介したような細菌類の研究については、ラボから野外環境までの幅広い範囲で生態的

な解析が自由にできる環境が整いつつある。しかしながら、農耕地の微生物群として細菌類と同

様に非常に重要な糸状菌類の生態学的研究は国内では秋田県立大の古屋教授のグループ等で根圏

の共生糸状菌類の多様性解析が若干進められているが、細菌類との比較において色々な理由によ

農業（研究）における複雑性

植物

微生物

環境 肥料

共生系の制御を通した農業の科学化を目指す

物理性
水・温度・光

化学性
肥料・資材

生物性

土づくりで一番重要

科学的な農業技術開発

環境測定・制御
肥料・土壌資材

微生物制御技術の開発
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り大変遅れている。植物病害の大部分は糸状菌類病であることを考えると共生糸状菌類の群集構

造解析は病害の防除・軽減に有効な環境制御や栽培条件等の解明のために大変重要であり、当該

研究分野の進展に期待したい。 

また、土壌においては線虫や原生生物群も捕食や相互作用を通して細菌類や糸状菌類の密度や

機能性に大きな影響を与えていると予想されるが、これらの微生物群に関する生態学的研究も停

滞している。土壌中の真核微生物に関する多様性解析における大きな問題の 1つは、「バラツキ」

が大変大きい点である。これは、本質的に土壌という空間自体が大変バラツキの大きい環境であ

ることと、これらの微生物群は形態的にもバラツキが非常に大きいことから、分子生態学的な多

様性解析のための最初の一歩であるサンプリングや DNA 抽出法すら普遍的な方法の確立が困難

なことにある。このように、現状では真核微生物の多様性解析は洗練された分子生物学的手法の

開発の恩恵をそのまま受けることができない大変厳しい状況ではあるが、当該分野におけるブレ

ークスルーにつながる今後の技術開発が強く望まれる。 

終わりに 

微生物分野における群集構造解析は、微生物群集の各種環境要因への応答や群集レベルでの生

物間相互作用等の解明を可能にする比較的新しい研究分野である（Ikeda et al., 2010）。このよう

な解析手法の導入により、現実の農業環境において、どのような環境因子が、どのような微生物

群の消長に強い影響を及ぼすか、というような従来の農業微生物研究では不可能な解析が可能に

なった。上述のような問題点はあるものの、植物フェノミクス、多様な環境情報の収集のための

センシング技術、植物共生科学等の知見や技術を活用した統合的解析により、物理的・化学的環

境制御を通した農業環境における有用微生物（群）の生態工学的な利用技術の開発も期待できる

時代になった。本稿で紹介したような知見を活用することにより農耕地生態系の微生物相を改善

し、環境微生物の有用機能を環境サービスとして最大限に活用することが、化学物質の投入を最

小限にした持続的農業生産活動の基本の 1つとなるのではないだろうか。 

筆者は、植物や微生物の生態を理解し、それらを上手に利用した栽培・育種技術を思案していく

ことが言葉遊びではない本質的なスマートアグリカルチャーにつながると考える。これは、「大

切なものは、目にみえない」という狐の言葉のとおり、微生物や光のような「目に見えないもの」

（栽培環境）をもっと意識することが王子のバラ栽培と同様に現代農業においても非常に大切な

ように思われるからである。本稿で紹介したような新たな視点からの研究は有機栽培における多

くの疑問点を解決し、現代農業の常識を新たに再考するための糸口になる可能性がある。自身を

含めた多くの研究者がマンネリズムに陥りやすい「慣行」から少し距離をとり、歴史ある日本の

有機農業の科学的解明から従来の常識を越えた新たな農業技術や農学研究の展開への扉が開かれ

ることを期待したい。 
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天敵銀行でハウス栽培の害虫を防除 
長坂 幸吉 

（独）農研機構 中央農業総合研究センター 

はじめに 

ハウス栽培の野菜においては様々な害虫が発生する。しかし、ハウスという半閉鎖環境では土

着天敵が入りにくい。害虫が多くなった後になってやっと天敵が入ってくるのがほとんどである。

これでは、害虫の被害を抑えられない。こうした状況においては、天敵の人為的な導入が有効な

対応策の一つである。ところが、天敵の放飼はタイミングが難しく、放飼が早すぎると餌となる

害虫が少なくて天敵が定着せず、逆に、放飼が遅れると、増えてしまった害虫を抑えるのに時間

がかかり、被害が拡大してしまう。 

この問題を解決するのが「天敵銀行」である。害虫ではない餌をハウス内に用意することによっ

て、あらかじめ天敵をハウス内に定着させておき、そこから継続的に天敵を放飼する方法である。

英語では、Banker plant system と呼ばれる。害虫の発生前、あるいは作物の生育初期に、天敵

の代替餌（代替寄主）とそれを養う植物（バンカー植物）をセットにしてハウスに導入し、そこ

に天敵を放飼する。これがバンカー（天敵銀行）となる。このバンカーで天敵を長期間維持する

ことにより、常にハウス内で天敵が害虫の侵入を待ち構える状態にして、害虫が低密度のうちに

退治しようという作戦である。この天敵銀行を利用した害虫防除法は「バンカー法」と呼ばれて

いる。 

バンカー法は、1990年代に主に果菜類のハウス栽培におけるアブラムシ対策としてヨーロッパ

で研究がなされ、日本でも 2000年代に実用化研究が実施されてきた（長坂・大矢、2003；長坂

ら、2010）。そして、天敵コレマンアブラバチを用いたバンカー法のノウハウは、「バンカー法

技術マニュアル」（長坂、2005）として公開されている。現在では、この方法以外にも、別の害

虫への対策として他の天敵を用いるバンカー法の研究も進められている。 

このバンカー法は、もちろん有機栽培でも活用可能である。ハウスにおける有機栽培では、いっ

たん害虫が侵入してしまうと、農薬のような即効的な防除手段に頼ることができないため、大き

な被害につながってしまう。従って、有機栽培でこそバンカー法のような待ち伏せ型の防除手段

が必要であると考えられる。そこで、野菜の有機栽培をおこなうハウスにおいて、アブラムシ類

への対策としてこのバンカー法の活用を試みた。ここでご紹介する事例は茨城県小美玉市（2008-

2012年）、および京都府美山町（現南丹市）（2001-2005年）の生産者の協力を得て実施したも

のである。なお、後者は近畿中国四国農業研究センター野菜部（現在、綾部研究拠点）において
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実施した地域先導技術総合研究「中山間水田における害虫総合防除等による高品位野菜生産シス

テムの確立」（H13-H17年度）の成果の一部である（萩森、2006；尾島ら、2007）。 

 

1. シュンギク有機栽培ハウスにおけるバンカー法活用事例 

葉菜類では、葉そのものが商品なので、害虫による食害や害虫そのものの残留が商品価値を直

接的に損なってしまう。害虫はアブラムシ類に限らず、ヨトウムシ類やハモグリバエ類など多岐

にわたるため、化学合成農薬を使用せずに出荷可能なレベルの商品を生産するには、多くの時期

において物理的に害虫の侵入を阻止するような手段を用いざるを得ない。しかし、そのような手

段は同時に天敵の侵入も阻害する。そこで、開口部に防虫ネットを被覆したハウスにおいて、天

敵を活用して栽培することが一つの方法と考えられる。茨城県内でシュンギクを生産するハウス

（有機 JAS認定、10棟、面積各約 3a、無加温、側窓に 1mm目合いの防虫ネット使用）におい

て、コレマンアブラバチを用いたバンカー法によるアブラムシ類防除の可能性を検討した。 

2008 年から 2009 年にかけて、シュンギク（9 月定植で翌春まで収穫）上の害虫を調査したと

ころ、主要な害虫はアブラムシ類、ハスモンヨトウ、ハモグリバエ類であった。アブラムシの種

類は、モモアカアブラムシとワタアブラムシであった。これらのアブラムシ類に対して、コレマ

ンアブラバチを用いたバンカー法を実施した。具体的には、10月はじめにハウス側窓下にオオム

ギを播種し、中旬にムギクビレアブラムシを着生させ、その後、2 回コレマンアブラバチを放飼

した。その結果、アブラムシの発生したシュンギク茎葉（出荷部分）の割合は、8 棟のハウスで
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は数％以下に抑えられた。2 棟のハウスでは、モモアカアブラムシが発生した茎葉の割合が 2 月

に 20～30％程度にまで増加したものの、アブラバチ類による寄生が認められ、それ以上の被害の

拡大を防ぐことができた。 

これらのハウス群では、毎年、秋と春にはアブラムシ類の多発で苦慮していたとのことであっ

た。この年においても、アブラムシ類の発生が認められており、バンカー法を活用しない場合に

は、相当の被害が予想された。上記の良好な結果を受け、この農場では、この年以降、バンカー

法を継続して実施している。 

これまでナス科果菜類の促成栽培など冬季の加温ハウスでのバンカー法成功事例が報告されて

いる（長坂ら、2010）が、冬季の無加温のハウスにおいても、コレマンアブラバチを用いたバン

カー法が機能することを、この事例は示している。また同時に、葉菜類という害虫許容密度の低

い品目においても実用性のあることを示している。 

2. エンサイ有機栽培ハウスにおけるバンカー法活用事例 

エンサイ（空芯菜）は、シュンギクと同様に茎葉部分が商品となる葉菜類である。夏季を中心に

栽培するため、害虫が発生し始めるとその増殖が早く、被害を食い止めるのが難しい。茨城県内

でエンサイを生産するハウス（有機 JAS認定、3棟、面積各約 3a、側窓に 1mm目合の防虫ネッ

ト使用、5月定植で 9月まで収穫）において、2009年から 2012年に害虫の発生状況を調査する

とともに、天敵利用による虫害軽減の可能性を検討した。主要な害虫は、アブラムシ類とハダニ

類、ハスモンヨトウであった。 

2009年と 2010年には、モモアカアブラムシを中心としたアブラムシ類が定植直後から発生し、

6月には 90％以上の茎葉で認められ、出荷を停止せざるを得なかった。天敵コレマンアブラバチ

を用いたバンカー法を実施したものの、アブラムシ類の増殖に天敵の効果が追いつかない状況で

あった。これに対して、アブラバチ類の追加放飼や微生物殺虫剤の散布を行うことで、7 月以降

のアブラムシ類の発生は低い水準に抑えられた。2011年以降は、バンカー法を実施するだけでな

く、他のハウス（前項のシュンギクハウスなど）のバンカー上で増殖した天敵アブラバチをハウ

ス内に持ち込み、初期の天敵密度を高めた。その結果、アブラムシ類が高密度となることなく、

実質的な被害を生じないまま、作を終えることができた。 

ただし、チューリップヒゲナガアブラムシあるいはジャガイモヒゲナガアブラムシが発生する

場合があった。これらのアブラムシにはコレマンアブラバチが寄生できないため、ハウス全体に

広がり、生産停止に追い込まれることがあった。これには微生物殺虫剤により対処し、クロヘリ

ヒメテントウやヒメカメノコテントウ等の土着天敵の働きも加わり、生産を再開することができ

た。 

ハダニ類の発生は 6月から始まり、7月のピーク時には 80%（2009年）程度の茎葉で発生がみ

られ、一時期生産停止となった。これに対しては、ハダニ発生を確認した直後からチリカブリダ
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ニを放飼することで、8 月以降の発生茎葉率を 10％以下に抑えることができた。翌年以降には、

より早い時期にチリカブリダニあるいはミヤコカブリダニを放飼することにより、ハダニ類の発

生ピーク時のレベルを 40%程度（2011年）にまで低下させることができた。 

一方、ハスモンヨトウは 8 月以降に発生し、2009 年には相当の被害を受けるハウスがあった。

2010年以降はフェロモントラップによるモニタリング結果をもとに BT剤の散布を行い、被害を

防いでいる。 

このように、害虫の増殖の盛んな夏季においても葉菜類のハウス栽培で天敵の活用による害虫

管理が可能である。 

3. コマツナ、ナバナ有機栽培ハウスにおけるダイコンアブラバチを用いた

バンカー法試験事例 

コマツナなどアブラナ科葉菜類のハウス栽培で問題となるアブラムシ類には、ニセダイコンア

ブラムシ、モモアカアブラムシ、ダイコンアブラムシの 3種がある。化学合成農薬を使用できな

い栽培法では、これらの中でもニセダイコンアブラムシの発生が多くなる。しかし、前述のコレ

マンアブラバチはニセダイコンアブラムシには寄生しないため、従来のバンカー法では防除でき

ない。そこで、アブラナ科野菜で発生する 3種のアブラムシ全てに対して寄生性の高い天敵ダイ

コンアブラバチを用いたバンカー法によるアブラムシ防除を検討した。このダイコンアブラバチ

は国内で普通に見られる土着種である。 

ダイコンアブラバチは、アブラナ科植物を加害しないトウモロコシアブラムシにも寄生できる

ので、オオムギに着生させたトウモロコシアブラムシを代替寄主としたバンカー法が可能と考え

られる（巽ら、2003）。このダイコンアブラバチを用いたバンカー法を、コマツナあるいはナバ

ナを生産するハウスで試みた。 

京都府内でコマツナを周年栽培しているハウス（有機ＪＡＳ認証、4 棟、面積各約 2a、側窓に

1mm目合の防虫ネット使用）で 2001～2002年に害虫の発生状況を調査したところ、春と秋にニ

セダイコンアブラムシを中心に、ピーク時には 10%以上の株（最大 40%程度の株）にアブラムシ

類の発生が見られた。そこで、2003～2004 年にダイコンアブラバチを用いたバンカー法を 2 棟

のハウスで試みた。残り 2棟のハウスは対照とした。このバンカー法では、あらかじめ、プラン

ター植えのオオムギにトウモロコシアブラムシを着生させ、網掛けをした上でダイコンアブラバ

チを放飼し、定着させた。ハウス内でのコマツナ播種後にこのプランターを 1ａあたり 1～2個設

置し、作毎に取り替えた。なお、このプランターからは 2～3 週間にわたり約 500 頭のダイコン

アブラバチが羽化したと推定された。 

バンカー法を実施したハウスでは、アブラムシ類の付着した株の割合が年平均で 0.6％程度と、

大幅に低下した。ここではアブラムシ類が僅かに見られることはあったが、収穫物（葉）への残

留が問題となるような高密度に達することはなかった。 
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一方、茨城県内でナバナを生産するハウス（有機ＪＡＳ認証、3棟、面積各約 3a、側窓に 1mm

目合の防虫ネット使用）では、9 月に定植した後、翌年 1 月の収穫終了までの間、毎年アブラム

シ類が問題となっていた。ナバナはコマツナよりも作期が長いため、バンカー法も長期間継続す

る必要がある。そこで、ハウスの側窓下にオオムギを直播きし、ある程度大きくなったところで、

トウモロコシアブラムシを着生させ、そこにダイコンアブラバチを放飼した。2008 年の結果で

は、うまく抑えて被害の無いハウスが 2棟、アブラムシの発生株率が 40%以上となるほどに増殖

したハウスが 1棟であった。それでも収穫部分への実質的な被害（アブラムシの残留）はわずか

であったことから、実用性の期待できる方法と考えられた。 

ただし、天敵ダイコンアブラバチと代替寄主トウモロコシアブラムシは市販されていないため、

その実際的な利用法について、さらなる検討を続けているところである。 

これらアブラナ科野菜では、害虫はアブラムシ類の他にも多く存在する。例えば、先に述べたコ

マツナ周年栽培の場合、春から秋にかけてはキスジノミハムシ、秋にはダイコンサルハムシ、冬

にはヤサイゾウムシが発生し、一年を通して害虫の食害に悩まされていた。これらに対する有効

な天敵は見つかっていないため、対応策として、物理的な防除法を採用した。キスジノミハムシ

とダイコンサルハムシについては、ハウス周りのアブラナ科雑草が発生源または待避場所と考え

られたので、これを無くすために、ハウス周囲に防草シートを敷設した。冬期のヤサイゾウムシ

に対しては、簡易なトラップを考案し、捕殺を試みた。これらの対策により、当初年平均 60%程

度だった食害葉の割合は 40%程度に減少し、アブラムシ対策を加えて出荷量を約 1.7倍に増加さ
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せることができた（長坂、2009）。これは収量増加の効果だけではなく、収穫・調整の際に被害

のない株を選り分けるための作業時間を大幅に減少させる効果もあり、栽培面積の拡大を可能に

した（尾島ら，2007）。 

おわりに 

上述のハウス野菜以外にも、現在、レタス（秋～春）、ミニトマト（春～秋）などの有機栽培ハ

ウスにおいて天敵利用を試みている。レタスでは、モモアカアブラムシの他に、ジャガイモヒゲ

ナガアブラムシ、チューリップヒゲナガアブラムシ、タイワンヒゲナガアブラムシも問題となる。

ミニトマトでは、ワタアブラムシはバンカー法で解決できるが、チューリップヒゲナガアブラム

シには苦慮している。同時にコナジラミ類、ハモグリバエ類、トマトサビダニにも対処していく

必要がある。 

「天敵銀行」ということで、アブラムシ類に対するバンカー法を中心に述べてきた。上述のよう

に、一部のアブラムシに対しては非常に有効な手段である。しかし、ハウスでの野菜の有機栽培

で発生するアブラムシ類のすべてに対応することはできない状況である。これに対して、土着の

アブラバチ類（ダイコンアブラバチの他にも、ナケルクロアブラバチ、ギフアブラバチ）を利用

したバンカー法の研究を進めているところである。 

一方、野菜のハウス栽培で問題となる害虫はアブラムシ類だけではない。どの品目にしても、化

学合成農薬を使用しない場合に発生する多様な害虫を総合的に管理する必要がある。こうした状

況は私たち研究者にとっては未経験の部分が多い。また、害虫密度をどの程度以下に管理するの

かを含め、技術の実用性は、結局は経営的な見地から評価する必要がある。従って、実際の生産

圃場において事例を蓄積しつつ、生産者の皆さんと一緒に実用的な方法を考えていくことが大切

であると認識している。 
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山梨県における有機農業研究と 
圃場の生き物調査 

國友 義博・赤池 一彦・萩原 裕一・長坂 克彦・野沢 一孝 

山梨県総合農業技術センター 

はじめに 

有機農業は、農業の持つ自然循環機能を生かし、農業生産による環境への負荷を低減するとと

もに、ほ場内や周辺における生物多様性を維持しながら、自然生態系を利用した生産方法として、

理解が深まりつつある。 

さらに、消費者の農産物に対する食の安全・安心への意識が高まり、有機農業を実践する生産者

が年々増加している。 

しかしながら、有機農業は自然生態系を利用した生産方法であることから、試験研究機関によ

る取り組みは少なく、生産者とのつながりもほとんどなかった。 

一方、山梨県では、平成 6年に「山梨県環境保全型農業基本方針」を策定し、国による「有機農

業の推進に関する法律」（平成 18 年 12 月施行）及び「有機農業の推進に関する基本的な方針」

（平成 19年 4月策定）を受けて、「山梨県有機農業推進計画」を平成 21年 3月に策定し、山梨

県における有機農業の推進を図っている。 

山梨県の八ヶ岳南麓に位置する峡北地域では、高標高地で冷涼な自然条件を生かし、数十年前

から野菜を中心とした、有機農業が営まれている。 

さらに、有機農業を実践する農家が長年にわたる経験と、地域に適応した栽培方法により生産

が安定し、また、販売方法も独自に拡大するなど、経営が安定している。 

しかしながら、試験研究や普及機関による有機農業の作付け体系や栽培管理、植生管理などの

実態調査は行われていなかった。 

そこで、山梨県総合農業技術センターでは、「有機農業推進プロジェクトチーム」（平成 19年

5 月設置）を中心に、有機農業に関する現地での実態調査を行うとともに、有機農業技術の体系

化と普及、消費者への理解など、試験研究と普及が一体となり、有機農業の推進に取り組んでい

る。 

また、生産者や消費者へ有機農業を普及・啓発するために設立された、生産者、消費者、流通団

体等からなる「やまなし有機農業連絡会議」（平成 20 年 6 月設立）の活動に対し、協力・支援

し、相互に連携しながら有機農業の普及・啓発を図っている。 
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1. 山梨県における有機農業に関する取り組み 

(1) 試験研究による取り組み 

○平成 21年まで 

・ 平坦地と高冷地で有機栽培が可能な露地野菜の品目と作付時期 

・ バンカープランツを用いたキャベツの虫害軽減策 

・ 有機物施用土壌の適正な養分管理技術 

・ 混作や間作を利用したキャベツ、ブロッコリーの有機栽培 

・ 野生種エンバクすき込みによる秋どりダイコンの有機栽培 

 

 春キャベツ+タマネギ+白クローバー 秋ブロッコリー+ネギ+白クローバー 
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○平成 22年から 24年 

・ 夏秋キュウリの有機栽培適品種の選定 

・ 夏秋キュウリを対象に、ニガウリとの混作や畦間の早生被覆による生育、病虫害、収量等

への影響 

・ 夏秋トマトの有機栽培適品種の選定 

・ 夏秋トマトを対象に、ハーブやマリーゴールドなど忌避植物との混植による生育、病虫害、

収量等への影響 

・ 地力窒素に着目し、有機農業に適した施肥診断法の検討 

○平成 25年以降 

 「果菜・葉菜類の有機栽培におけるマメ科緑肥の利用技術」 

・ マメ科緑肥の利用技術の確立 

・ 緑肥利用ほ場における土着昆虫類等の発生と動向の解明 

(2) 普及機関等による取り組み 

○有機栽培ほ場における実態調査と害虫・天敵昆虫の発生消長調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○有機農業技術普及実証 

○やまなし有機農業連絡会議への活動支援、有機農業の普及・啓発 

「会員交流会」（平成 21年 2月 8日） 

「オーガニックミーティング‘09」（平成 21年 12月 3日）（山梨県と共催） 

「オーガニックフェスタ 2010」（平成 22年 10月 23日） 

「第 2回オーガニックフェスタ 2011」（平成 23年 10月 16日） 

「第 3回オーガニックフェスタ 2012」（平成 24年 10月 28日） 

有機栽培ほ場 天敵等調査 
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(3) 行政機関による取り組み（山梨県農政部主催） 
○有機農業推進シンポジウム（平成 21年 3月 24日） 

○オーガニックミーティング‘09（平成 21年 12月 3日） 

（やまなし有機農業連絡会議と共催） 

○有機農業推進大会（平成 22年 12月 24日） 

○有機農業推進大会（平成 24年 2月 23日） 

○やまなし発！有機の郷推進交流大会（平成 24年 10月 17日～18日） 

2. ほ場の生き物調査 

「やまなし有機農業連絡会議」では、平成 21年から有機栽培ほ場での「畑の生き物調査」を実

施している。 

山梨県総合農業技術センターでは、現地の有機栽培ほ場で、作付・栽培状況、植生管理等の実態

調査をする中で、病害虫の発生状況や天敵昆虫などの有用動物が確認され（未発表）、それらの

情報を生産者に提供してきた。 

このような活動を通じて、生産者の間では、有機栽培ほ場での有用な動物、あるいは植物などへ

の関心が高まり、生産者自らが病害虫や天敵を観察するなど、有機農業を行う上で重要な自然循

環機能への関心へとつながり、「畑の生き物調査」が実施されることとなった。 

「畑の生き物調査」では、有機栽培実践農家が自身の畑で自ら調査を行い、有機農業に関わる昆

虫や植物などのデータを収集した（未発表）。これらを「やまなし有機農業連絡会議」が主催す

る「生き物調査報告会」や「オーガニックフェスタ」などで紹介し、有機栽培実践農家が生産者

や消費者に、有機農業と生き物との関わりについて PRを行っている。 

  

会員交流会 オーガニックミーティング‘09 
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これらの成果として、有機農業における自然循環機能や生物多様性を理解するため、「畑の生き

物調査」の小冊子や、有機農業を実践している生産者や有機農業を目指す新規就農者等が「畑の

生き物調査」に取り組めるよう、「生き物調査ハンドブック」を作成し、畑の生き物観察会等で

利用している。 

また、野菜だけでなく果樹園での「畑の生き物調査」にも取り組んでいる。 

一方、普及機関に所属する普及指導員等には、有機農業を普及・啓発するため、有機農業実践農

家から有機栽培ほ場での植生管理、病害虫、天敵など自然循環機能や生物多様性について学ぶ機

会を与えていただいている。 

さらに、「畑の生き物調査」を通じて、普及指導員等が有機農業の意義を理解するとともに、有

機栽培実践農家との交流が深まってきている。 

 

 

普及指導員等による調査研究 

畑の生き物調査 オーガニックフェスタ 2010 畑の生き物調
査ブース 
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おわりに 

有機農業の推進に関する法律（第二条）で、「有機農業」とは、化学的に合成された肥料及び農

薬を使用しないこと並びに遺伝子組換え技術を利用しないことを基本とした農業（抜粋）、と定

義されているが、それに加えて、基本となる技術としては、適期適作、混作・間作・輪作、土づ

くりや有機物の施用があげられる。 

さらに、ほ場内外の雑草を含めた植生管理や動物、昆虫、微生物などの生物多様性を高め、自然

循環機能を生かした農業が有機農業であるといえる。 

今後も引き続き、有機農業の実態調査を実施するとともに、得られた成果は有機農業実践農家

のほか、新規就農者、消費者等にも提供し、有機農業の普及・啓発に努めたい。 

また、ほ場の生き物調査を通じて、生物多様性や自然循環機能など、有機農業が持つ特性につい

て、さらに解明していく必要がある。 
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